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一宮市では、行政改革推進の方針に沿って、昭和 61 年度以降平成 17 年度まで、数次に

わたり行政改革大綱を作成してきました。これに基づいて、平成 21 年度までに、事務事業

の見直しや合理化、平成 17 年 4 月の 2市 1町合併など様々な取組を行ってきましたが、さ

らに、限られた行政資源（人・財源）を効率的に投入して第 7 次一宮市総合計画に掲げる

諸施策を実行するため、平成 30 年 3 月に「一宮市行財政改革大綱（平成 30 年度－32 年度

(令和 2年度)）」を策定・公表しています。 

 「一宮市行財政改革大綱(平成 30 年度－令和 2年度)」では、 

 ○ＩＣＴ・情報化による革新 

 ○財政・資産の改革 

 ○人材・組織の改革 

 ○官民連携・コミュニティ力の強化 

の 4 つの重点課題を取組の柱として設定し、この課題を達成するための個別の取組計画で

ある第 4期集中改革プランによって具体的な数値目標等を示しています。 

 この冊子では、第 4期集中改革プランの計画期間の終了に伴い、平成 30 年度から令和 2

年度までの 3年間の取組結果をまとめました。 

「第 4 期集中改革プラン」には 64 事業を掲載しています。令和 2 年度までに 61 事業の

取組を行いました。3事業については令和 3年度以降に取り組みます。 

重点課題別の取組状況は、次表のとおりです。

取組の柱 項目数
令和元年度

までに取組

令和 2年度

に取組

令和 3年度 

以降に取組 

①ＩＣＴ・情報化による革新 21 17 4 0 

②財政・資産の改革 18 15 3 0 

③人材・組織の改革 19 14 3 2 

④官民連携・コミュニティ力

 の強化

6 4 1 1 

合  計 64 50 11 3 

Ⅰ はじめに

Ⅱ 実施結果について
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各取組項目は、実施状況と達成状況により次表のように評価します。

達成状況

実施状況

令和 2年度までの

取組目標を達成済み

取組による一定の

成果が挙がっている

取組の成果が挙がっ

ていない

計画された取組を

全て実施
◎ ○ △

計画された取組の

一部を実施
○ ○ △

取組の実施時期が

来ていない
－ － －

◎･･計画した取組を実施して、令和 2年度までの目標を達成済みであり、以降の年度は取組内容

を継続していけばよいもの（取組を完了したものを含む。）

○･･計画した取組の全部又は一部を実施して、一定の成果を挙げており、今後も取組内容を発展・

推進していくもの

△･･計画した取組の全部又は一部を実施したが、成果が挙がっていないもの

－･･検討段階であり取組が始まってから評価を行うもの、または廃止したもの。

取組事項の進捗状況評価は、次のとおりです。

番号 取 組 事 項 評価

①ＩＣＴ・情報化による革新

（１）アカウント・個客型行政の推進

１ マイアカウントによる市民サービスの向上 ○

２ コンシェルジュ窓口の導入 ◎

３ スマートフォンを利用した電子キーの導入 △

４ 校務支援ソフトによる児童・生徒情報の一括管理 ○

（２）ＩＣＴによる事務の効率化

５ RPA の導入 ◎

６ 職員の給与明細書の電子化 ◎

７ 市県民税の申告支援システムの e-Tax へのデータ利用 ◎

８ AI 総合案内サービスの実施 ◎

（３）ＩＣＴを活用した防災・災害時の情報提供

９ 電子メールによる災害情報の提供 ○

１０ 複数のＳＮＳによる災害情報の提供・収集 ○

１１ 河川等水位情報の運用 ◎

（４）緊急時の外国人・障害者への対応強化

１２ 聴覚・言語機能障害者に対応した 119 番通報システムの導入 ◎

１３ 119 番通報での電話通訳センターを介した多言語対応サービスの導入 ◎

１４ 救急現場等での多言語音声翻訳アプリの利用 ◎

（５）セキュリティの確保

１５ 公用車へのドライブレコーダーの配備 ◎

１６ 本庁舎への業務記録システムの導入 ◎

（６）公金納付方法の多様化

１７ 市税等のクレジットカード納付の導入 ◎

１８ 市税等のスマートフォン決済による納付の導入 ◎

１９ 交通系電子マネー決済の導入 ◎
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（７）複数病院でのシステムの共同利用

２０ 地域医療連携情報システムの構築 ◎

（８）ＩＣＴを活用した混雑の緩和

２１ 申告予約受付システムの導入 ◎

②財政・資産の改革

（１）歳入の確保

２２ 企業版ふるさと納税の導入 ◎

２３ 本庁舎エレベーター内の壁面広告の導入 ◎

２４ 市ウェブサイトバナー広告の拡大 ○

２５ いちのみや中央プラザ体育館アリーナのネーミングライツの売却 ◎

２６ 手数料・使用料の見直し ◎

２７ 事業所税の経過措置減免の減免割合の逓減 ○

（２）民間活力の導入

２８ 学校給食調理業務委託の推進 ○

２９ ごみ収集業務委託の推進 ○

３０ ごみ焼却施設管理業務委託の推進 ○

３１
PFI による佐千原浄水場新ポンプ棟建設に伴う中央管理室機器

の更新及び運転管理業務の委託化
〇

３２ 学校事務・用務員業務の民間委託 〇

（３）健全な財政運営

３３ 一般財源配分方式による予算編成の推進 ◎

３４ 主要事業シートを活用した効果的・効率的な予算編成の推進 ◎

３５ 財政調整基金現在高の水準維持 ○

３６ 公共施設等総合管理計画による適正管理 ○

３７ 給与の適正化 ◎

３８ 市税等の滞納整理事務の民間委託による効率化 ◎

（４）医療機能充実と病院運営効率化

３９ 一宮市病院事業新改革プランに基づく病院事業改革 ○

③人材・組織の改革

（１）人事制度と組織の見直し

４０ 適正な職員数の管理 ○

４１ 組織・機構の見直し ◎

４２ 中核市移行に向けた組織体制の強化【中核市】 ◎

４３ 福祉総合相談窓口の設置【中核市】 －

４４ 中央看護専門学校の閉校 〇

４５ 働く婦人の家の廃止 ◎

４６ 子ども家庭総合支援拠点の設置 ◎

（２）職員の能力向上と人材の活用

４７ 公募型研修の実施 ◎

４８ 知識、技能、経験を持った人材の登用 ○

４９ 退職保育士を保育園運営支援に活用 ◎

５０ 高度救助隊の編成【中核市】 〇
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（３）組織の活性化

５１ 女性職員のキャリア形成と登用 ○

５２ 庁内プロジェクトの公募 ◎

５３ 国・県等との人事交流及び民間企業への職員派遣の実施 ◎

５４ 営利企業等従事許可要綱の作成 ◎

（４）働き方改革

５５ 自己啓発等休業制度の導入 ◎

５６ 配偶者同行休業制度の導入 ◎

（５）施設の活用方法の見直し

５７ ｉ－ビル１階スペース(現観光案内所)の有効活用の推進 ◎

（６）広域的な処理による効率化

５８ 単独公共下水道の編入事業の計画策定 －

④官民連携・コミュニティ力の強化

（１）地域住民・ボランティア等との協働

５９ 地域づくり協議会の設置・運営と交付金の見直し ○

６０ 地域住民等との協働によるおでかけ広場づくりの推進 ○

（２）公共交通ネットワークの整備

６１ ｉ－バスミニの運行 ◎

（３）大学・民間企業との協働

６２ 官民連携による一宮駅周辺の新たなまちづくり －

６３ 大学・民間企業等との協働 〇

６４ 官民共同による 5G 利活用モデルの実証実験 ○

１．取組による効果額

改革による効果額は、取組前と取組後の収入や経費等の差額です。 

改革プランは平成 30 年度から令和 2 年度までの事業見直しの具体的な取組を策定した

ものであり、効果額は、取組前である平成 29 年度と各年度との比較により算出することと

しています。 

（例）収入が増加する取組の場合の各年度の効果

 №38 市税等の滞納整理事務の民間委託による効率化など

元年度
の効果

平成
30年度

令和
元年度

令和
2年度

 平成
29年度
(基準年度)

29年度
の収入

30年度
の効果

2年度
の効果

Ⅲ 効果額と使途について
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（例）経費を削減する取組の場合の各年度の効果

 №30 ごみ焼却施設管理業務委託の推進など

平成
30年度

令和
元年度

令和
2年度

2年度の
経費

30年度
の経費

 平成
29年度
(基準年度)

29年度
の経費

元年度
の効果

元年度
の経費

2年度の
効果

２．効果額の見直し

 令和 2 年度の給与費や事業費の確定により、令和 2 年度までの計画期間に見込まれる効

果額の再計算を行いました。また、追加された取組があるため、3年間の効果額合計を次表

のとおり見直しました。 

 (策定時)                (見直し後) 

3 年間の効果額   3 年間の効果額 

歳入の確保 1,274,210 千円 歳入の確保 1,004,769 千円

歳出の削減 95,447 千円  ⇒ 歳出の削減 26,012 千円

効果額合計 1,369,657 千円 効果額合計 1,030,781 千円

 (58 ページに内訳を記載)  

各年度の効果額（単位：千円）

486,445 (歳入増加487,317)
歳出削減26,429

歳出削減△14,513
歳入増加
460,016 472,804

歳入増加57,436

歳出削減14,096

71,532

平成30年度 令和元年度 令和2年度 合計

57,436 460,016 487,317 1,004,769

14,096 26,429 △ 14,513 26,012

71,532 486,445 472,804 1,030,781合計

歳入増加

歳出削減
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３．効果額の使途

取組の成果である効果額は、新たなサービスや、増え続ける社会保障関係経費の財源と

なります（特定の事業に財源として充てることを定めるものではありません）。

たとえば、今回の改革プランのうち重点課題①「ＩＣＴ・情報化による革新」として、

次表に掲げる取組をはじめ 21 の取組をしています。これらの取組の実行のためには、多額

の経費が必要になりますが、令和 2 年度の効果額である 4 億 7,280 万 6 千円の一部は、こ

れらの執行経費の財源に充てられることになります。 

なお、これは一例であり、取組の成果である効果額は、改革プランに掲げられていない

事務事業の執行経費の財源としても活用されます。 

○令和 2年度に実施したＩＣＴ・情報化による革新に係る事業に要した経費（主なもの）

番号 取 組 事 項 の 名 称 事業に要した経費

４ 校務支援ソフトによる児童・生徒情報の一括管理 110,473 千円

５ RPA の導入 3,064 千円

７
市県民税の申告支援システムの e-Tax へのデー

タ利用
112 千円

８ AI 総合案内サービスの実施 1,291 千円

９ 電子メールによる災害情報の提供 1,468 千円

１１ 河川等水位情報の運用 20,988 千円

１２ 聴覚・言語機能障碍者に対応した 119 番通報シ

ステムの導入

2,052 千円

１３ 119 番通報での電話通訳センターを介した多言

語対応サービスの導入

188 千円

１５ 公用車へのドライブレコーダーの配備 437 千円

１６ 本庁舎への業務記録システムの導入 1,716 千円

２１ 申告予約受付システムの導入 1,131 千円
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＜記載例＞

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

△ 32,804

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

効果 △7,590千円 4,356千円 △29,570千円

うち
単年
効果

△7,590千円 11,946千円 △33,926千円

①　番　　号 ：整理番号を付しています。一宮市情報化推進計画にも掲載してある事業には、

　【情報化推進計画○-○】と情報化推進計画での管理番号を記載してあります。

②　主担当部課：取組を主担当として実施する部課名です。

③　事　　業 ：重点課題に取り組むための事業名です。

④　事業内容 ：取組の方法を具体的に示しています。

⑤　効　　果 ：取組によって期待できる効果を示しています。

⑥　効 果 額 ：令和2年度までの財政効果額です。

　※効果額の考え方は4ページを参照

⑦ （細　目）：取組を達成するために行う具体的な事業です。

⑧　計　　画 ：各年度の進行予定です。

⑨　進　　捗 ：⑧の計画に対する進捗状況です。

⑩　効　　果 ：年度ごとの財政効果額です。

⑪ うち単年効果：⑩の財政効果額のうち当該年度の取組によって発生する効果額です。

⑫　実施内容 ：各年度に行った実施、検討等の内容を記載しています。

⑬　生じた効果：⑫により生じた効果です。

取組の実施に向けて調査や準備、システム構築の段階に
ある年度です。

事業の開始や廃止、システムの稼動、人員の削減など、
具体的な取組を始める年度です。

｢実施」された取組（以前から行っている取組を含む）
を同じ内容で行う年度です。
｢実施」された取組（以前から行っている取組を含む）
の拡大や見直しを行う年度です。

人件費を削減する。

実　施
スケジュール

ごみ収集業務委託の推
進

R〇

実施内容
退職者7人（行1：0人、行2：7人）の人員補充を行わ
ず、新たに収集車3台分のごみ収集業務を民間事業者
へ委託した。

生じた効果
前倒しの委託により人件費減と委託料増の差引が増
額となるが、将来的には人件費減による削減が見込
まれる。

　２９ 環境部収集業務課

ごみ収集業務委託の推進

退職者を新規職員により補充をせず、ごみ収集業務を部分的に民間事業者へ委託
するとともに、収集コースの見直しも検討をする。

推進

Ⅳ 取組ごとの実施状況

① ②

③

④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

検討

実施

推進

継続
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 ①　ＩＣＴ・情報化による革新

 (1)アカウント・個客型行政の推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 一部実施 一部実施

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 一部実施 実施

生じた効果 　―

生じた効果

R1

実施内容
介護保険システムにおいて、氏名等をあらかじめ印刷
する帳票を令和元年9月に追加した。
（令和元年度事業費　委託料1,555千円）

生じた効果
窓口で記載する項目が削減でき、市民の負担軽減につ
ながった。

窓口で記載する項目が削減でき、市民の負担軽減につ
ながった。

１【情報化推進計画5-1】 総務部デジタル推進室

マイアカウントによる市民サービスの向上

システム及び運用体制の整備等を通じて部署間での情報連携を進めることによ
り、申請項目や必要書類を削減する方法やICTサービス利用者へのメリットを与え
られるサービスを検討する。

一度提出した情報は二度提出する事を不要とする、というワンスオンリー原則に
基づき、市民が一度提出した情報について、同じ内容の情報を再び求めないよう
にすることで、提出書類の削減と窓口での手続時間と負担を軽減できる。システ
ム利用者を増やし、市の業務の効率化を図る。

実　施
スケジュール

マイアカウントによる
市民サービスの向上

H30
実施内容

R2

実施内容 前年度に改修したシステムを引き続き運用した。

市が保有する住所・氏名等の情報が印字された申請書
を窓口で出力し、申請者が手続きに使用できるようシ
ステム改修を計画しており、令和元年度に実施する予
定で準備を進めた。

　２ 市民健康部市民課

コンシェルジュ窓口の導入

死亡届などの届出後の手続き案内において、現状の総合窓口にて実施している内
容をさらに充実させることにより、来庁者に対して親身でわかりやすい手続き案
内ができるようにする。

現在、市民課の総合窓口では、ライフイベントの届出に伴い必要となる手続きに
ついて、総合窓口で手続きが完了しない場合には、帳票出力した上で各担当課へ
と案内しているが、来庁者の不安をできるだけ軽減し、わかりやすい手続き案内
を行うことで、市政に対する理解を深めることができる。

コンシェルジュ窓口の
導入

H30
実施内容

全課に対して死亡後の手続きに関する調査を実施し、
現在の案内をさらに充実できるよう検討した。

生じた効果 　―

検討

実施検討 推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 一部実施 一部実施 実施

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

実　施
スケジュール

R1

実施内容
全課に対して死亡後の手続きに関する調査をした結
果、新たに税・水道等の手続きについても案内するこ
ととした。

生じた効果
死亡後の手続きについては市民課の窓口で案内してい
るが、さらに案内内容を追加することによりわかりや
すい手続き案内を行うことができた。

R2

実施内容
死亡後に必要となる手続きについてまとめた冊子を遺
族だけでなく、一般向けに配布できるよう整備し、
ウェブサイトからもダウンロードできるようにした。

生じた効果
死亡後に遺族に説明していた手続きを市民が事前に確
認することができるようになり、わかりやすい手続き
案内を行うことができた。

３【情報化推進計画1-1】 教育部生涯学習課

スマートフォンを利用した電子キーの導入

公民館利用者のスマートフォンを利用した電子キー（スマートフォン等の電子機
器を通じて、ドアの開施錠を行う入退室管理システム）の導入に向け、大徳公民
館玄関ドアに試験導入し、利用者と公民館とでシステムの実証実験をした上で、
導入を検討する。

夜間・休日等に無人になる公民館を利用する人が、鍵管理人の所へ鍵を借りにい
く手間が削減でき利便性が向上する。また、鍵の返却忘れや紛失等のトラブルが
回避でき、正確な入退館・入退室が管理できる。

実　施
スケジュール

スマートフォンを利用
した電子キーの導入

H30

実施内容
平成30年7月から大徳公民館に試験的に導入した。
（平成30年度事業費　備品購入費80千円）

生じた効果
鍵の受け渡しがなくなり、利便性が向上した。しか
し、登録時の手続きの煩雑さなどにより利用者が伸び
なかったため、検証期間を延長する。

R1

実施内容
平成30年7月から試験的に導入した大徳公民館での利
用を継続し、実証実験を続けた。

生じた効果
登録時の手続きの煩雑さなどにより利用者が伸びな
かったため、検証期間を延長する。

R2

実施内容 電子キーと従来型（鍵管理人）を併用し実施した。

生じた効果
電子キーは登録時の手続きの煩雑さや利用者が少な
く、利便性の向上が見込めないため、廃止を検討す
る。

　４ 教育部学校教育課

校務支援ソフトによる児童・生徒情報の一括管理

個人情報を有する保護者向け文書（保健アンケート2種類、家庭連絡票、緊急連絡
票等）や学校公文書（児童生徒健康診断票）について、校務支援ソフト（C4th）
により各種文書の情報を一括管理する。

個人情報を一括管理している校務支援ソフトの機能を拡大し、個人情報を有する
保護者向け文書や学校公文書をシステムから出力することで教職員の負担軽減を
図る。保護者は、既定の情報が印字された状態で文書を受け取ることができ、変
更点を記入するのみでよいので、負担軽減となる。

実施検討
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H30 R1 R2

計画

進捗 一部実施 一部実施 一部実施

 (2)ＩＣＴによる事務の効率化

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

実　施
スケジュール

校務支援ソフトによる
児童・生徒情報の一括
管理

H30

実施内容
事業内容の修正を検討し、あゆみ・通知表を校務支援
ソフト（C4th）で平成30年度から処理することとし
た。（平成30年度事業費　賃借料104,558千円）

生じた効果
従来は所見欄を手書きで記載していたが、校務支援ソ
フトで処理・印刷することにより、事務が効率化でき
た。

R1

実施内容
事業内容を修正し、令和2年度より成績処理・授業計
画表を校務支援ソフト(C4th)で処理できるように検討
した。（令和元年度事業費　賃借料108,073千円）

生じた効果
成績処理・授業計画表を校務支援ソフトで処理・印刷
することにより、さらに事務が効率化できた。

R2

実施内容
成績処理は全小学校(42校)、授業計画表は全小中学校
(61校)において、校務支援ソフト(C4th)で処理できる
ようにした。(令和2年度事業費 賃借料110,473千円)

生じた効果
成績処理・授業計画表を校務支援ソフトで処理・印刷
することにより、さらに事務が効率化できた。

　５【情報化推進計画4-2】 総務部デジタル推進室

RPAの導入

RPA（Robotic Process Automation：人工知能等の認知技術を活用したソフトウェ
アロボットにより人間がパソコンで行う作業を自動的に再現する技術）を導入す
ることにより、業務の中でパソコンを利用して行う定型的、多量な単純作業をソ
フトウェアに代替させることで、業務の負荷低減・効率化を行う。

効率化により削減された時間を、業務の平準化や他の業務の拡充へ振り向けるこ
とにより、市役所全体での市民サービスの向上が見込まれる。

実　施
スケジュール

RPAの導入

H30

実施内容
体験版のRPAソフトウェアにより、簡単なテストシナ
リオを作成し試行した。また、職員を対象に初級セミ
ナーを開催した。

生じた効果
職員のRPAに対する知識の向上を図り、各課において
導入可能な業務を検討した。

R1

実施内容

全庁で利用できるRPAソフトウェアの導入および操作
研修を実施し、職員自らの手によるRPAのシナリオ作
成、業務への適用を行った。
（令和元年度事業費　RPA使用料3,096千円）

生じた効果
RPAの実業務での稼働が始まり、業務の効率化、負荷
軽減を行うことができた。
令和元年度シナリオ作成数：9件

実施検討 継続

実施検討 継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

R2

実施内容
令和元年度に引き続き、RPAシナリオ作成、業務への
適用を行った。
（令和2年度事業費　RPA使用料3,064千円）

生じた効果
業務の効率化、負荷軽減を行うことができた。
令和2年度シナリオ作成数：12件

　６ 総務部人事課

職員の給与明細書の電子化

給与明細書の配布方法を圧着はがきからPDFファイルに変更する。

圧着はがきの印刷、圧着、配布にかかる事務を軽減し、その費用を削減する一
方、職員に対し事務の電子化に対する意識の高揚を図る。

実　施
スケジュール

職員の給与明細書の電
子化

H30

実施内容

市のメールアドレスが設定された職員約1,700名に対
し、PDF形式の給与明細書を電子メールに添付し配信
した。また、専用サイトで給与明細書の閲覧を可能に
した。

生じた効果
ペーパーレス化によりコストを削減し、職員の事務の
電子化に対する意識の高揚に寄与した。

R1

実施内容
引き続き職員約1,700名に対し電子メールで配信する
とともに、専用サイトで閲覧を可能にした。

生じた効果
ペーパーレス化によりコストを削減し、職員の事務の
電子化に対する意識の高揚に寄与した。

R2

実施内容
引き続き職員約1,700名に対し電子メールで配信する
とともに、専用サイトで閲覧を可能にした。

生じた効果
ペーパーレス化によりコストを削減し、職員の事務の
電子化に対する意識の高揚に寄与した。

　７ 財務部市民税課

市県民税の申告支援システムのe-Taxへのデータ利用

市県民税申告会場で市の申告支援システムにより作成された確定申告書につい
て、LGWAN（地方公共団体を相互に接続する行政専用のネットワーク）回線を利用
し、e-Taxへデータのまま引き継ぐ。

市として申告書の印刷、添付書類の引き渡し等が不要になりコストが削減でき
る。電子的に送信することでマイナンバー書類の保管が不要となり、データでの
管理となるためセキュリティが高くなる。また、市民は電子申告となるため印鑑
が不要となるほか、所得税の還付が早くなる。

市県民税の申告支援シ
ステムのe-Taxへの
データ利用

実施 継続

推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ―

進捗 ― 検討 実施

実　施
スケジュール

H30

実施内容

市県民税の申告において、一宮会場の全受付場所で実
施した。
目標値：電子送信件数1,600件
(平成30年度事業費　委託料等1,809千円)

生じた効果
1,647件の確定申告データを電子送信したことでペー
パーレス化できた上に、時間的コストを削減できた。

R1

実施内容

生じた効果

一宮会場に加え、事前に税務署へ申し出た方について
は尾西、木曽川会場でも電子申告をできるようにし
た。
目標値：電子送信件数1,700件
(令和元年度事業費　人件費526千円)

生じた効果
尾西、木曽川会場において拡大したことにより1,913
件電子送信することができ、コストを削減できた。

R2

実施内容

前年同様、一宮、尾西、木曽川の3会場で電子申告を
実施。
目標値：電子送信件数1,700件
(令和2年度事業費　人件費112千円)

生じた効果

新型コロナウイルス感染症の影響により申告書提出期
限が1月延長になったが、市の3会場での受付は3月15
日までで行った。全体として申告受付件数が減り、目
標値に達しなかったが、1,352件の電子送信を行い、
コスト削減できた。

実施内容

　―

８【情報化推進計画2-9】 総務部デジタル推進室

AI総合案内サービスの実施

パソコン・スマートフォン等からインターネットを通じて、AIが市民のテキスト
入力による問い合わせに対話形式で答える総合案内サービスを実施する。

市役所の開庁時間に限らず、インターネットを通じていつでも問い合わせが可能
となることから、市民の利便性・満足度の向上、電話による問い合わせ減少によ
る職員対応時間の削減が期待される。

R2

県内39自治体で共同導入したAIチャットボットを、令
和2年11月より実証実験として公開した。
(令和2年度事業費　利用料1,291千円)

令和3年3月までに、8,613件のアクセスがあった。

実　施
スケジュール

AI総合案内サービスの
実施

R1
実施内容

あいちAI・ロボティクス連携共同研究会において、実
施に向けた検討を行った。

生じた効果

実施検討
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 (3)ＩＣＴを活用した防災・災害時の情報提供

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

９【情報化推進計画2-2】 総合政策部危機管理課

電子メールによる災害情報の提供

メールアドレスの登録者に対して、防災情報を提供する。迅速で詳細な災害情報
を提供するため、メール配信システムの入れ替えを行う。

災害情報の重層的な提供の一つとして、電子メールにより災害情報を提供するこ
とで、災害時の不安を軽減し、安全な行動を促す。
（目標値：メール登録者数　17,000人）

実　施
スケジュール

電子メールによる災害
情報の提供

H30

実施内容
メール配信システムの入れ替えを行った。
メール登録者数14,324人 ※平成31年3月31日現在
(平成30年度事業費　委託料3,645千円)

生じた効果
気象庁の情報との自動連携により、より迅速な情報共
有が可能となったことに加え、外国語の配信が可能と
なった。登録者は前年と比較し981人増加した。

R1

実施内容

従来の電子メール配信に加え、システムの新機能を活
用し、自動音声による電話発信を開始した。
メール登録者数13,845人 ※令和2年3月31日現在
(令和元年度事業費　委託料1,324千円)

生じた効果

避難情報等をシステムからの自動音声による電話発信
により、避難情報発令区域内の町会長へ連絡できるよ
うになった。
対象町会長数129人

R2

実施内容

災害、気象等の緊急情報について、システムから配信
しているメールの文字情報を音声信号化し、ＦＭいち
のみやの放送へ自動割り込みする機能を追加した。
メール登録者数14,550人 ※令和3年3月31日現在
(令和2年度事業費　委託料1,468千円)

生じた効果
災害情報の重層的な発信をすることで、より多くの市
民への情報提供が可能となった。システムの登録者は
前年と比較し705人増加した。

１０【情報化推進計画2-2】 総合政策部危機管理課

複数のSNSによる災害情報の提供・収集

現在、Twitterで提供及び収集している災害情報について、複数のSNSで対応でき
るよう拡大する。

災害情報の重層的な提供の一つとして、より多くの方へ迅速に災害情報を提供及
び収集できるようにする。
（目標値：SNS登録者数　17,000人）

推進
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H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

実　施
スケジュール

複数のSNSによる災害
情報の提供・収集

H30

実施内容
災害情報に関する緊急情報等をTwitterで発信した。
Twitterフォロワー数984人 ※平成31年3月31日現在
Facebook及びLINEでの発信について検討した。

生じた効果 市防災TwitterのPRに努め、フォロワー数が増えた。

R1
実施内容

災害情報に関する緊急情報に加え、新型コロナウイル
スに関する情報をTwitterで発信した。
Twitterフォロワー数1,562人 ※令和2年3月31日現在

生じた効果 フォロワー数は前年と比較し、578人増加した。

R2
実施内容

引き続き、災害情報に関する緊急情報に加え、新型コ
ロナウイルスに関する情報をTwitterで発信した。
Twitterフォロワー数2,435人 ※令和3年3月31日現在

生じた効果 フォロワー数は前年と比較し、873人増加した。

　１１ 建設部治水課

河川等水位情報の運用

市内各地の河川や水路の水位や雨量等の情報を、「河川等水位情報」でインター
ネット配信する。

災害情報の重層的な提供の一つとして、市民や市が河川等の情報をタイムリーに
受け取ることで、災害対策判断を迅速に行うことができる。

実　施
スケジュール

河川等水位情報の運用

H30

実施内容
河川等水位監視システム「河川等水位情報」を継続運
用し、監視を行った。
（平成30年度事業費　委託料20,607千円）

生じた効果 浸水被害の軽減を図った。

R1

実施内容
引き続き河川等水位監視システム「河川等水位情報」
を継続運用し、監視を行った。
（令和元年度事業費　委託料20,798千円）

生じた効果 浸水被害の軽減を図った。

R2

実施内容
引き続き河川等水位監視システム「河川等水位情報」
を継続運用し、監視を行った。
（令和２年度事業費　委託料20,988千円）

生じた効果 浸水被害の軽減を図った。

推進

推進
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 (4)緊急時の外国人・障害者への対応強化

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 検討 実施

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

１２【情報化推進計画2-7】 消防本部通信指令課

聴覚・言語機能障害者に対応した119番通報システムの導入

会話に不自由な聴覚・言語機能障害者がスマートフォン等のGPS測位機能を利用し
たアプリを使用することにより、音声によらない119番通報を可能にする。消防指
令センターは通報を受け、パソコンの画面上でチャット方式で会話をする。ま
た、同システムを導入する他の消防機関と相互接続し、災害場所を管轄する消防
機関に通報する。

聴覚・言語機能障害者の速やかな119番通報が可能となる。

実　施
スケジュール

聴覚・言語機能障害者
に対応した119番通報
システム

H30
実施内容

導入機器の研究、聴覚・言語機能障害者へのPR方法や
説明方法の検討等を行った。

生じた効果 　―

R1
実施内容

システムの提供に令和2年度から新規参入する取扱業
者と契約することで、本市の他事業と一括契約しコス
トを抑制できるため、事業の開始年度を延期した。

生じた効果 　―

R2

実施内容

会話に不自由な聴覚・言語機能障害者がスマートフォ
ン等で音声によらない119番通報が可能となる体制を
整備した。(令和2年度事業費　2,052千円　内訳：通
信運搬費　153千円　手数料　353千円　委託料
1,546千円）

生じた効果

令和2年10月1日から運用を開始後、令和2年度に2件の
通報実績があり、聴覚・言語機能障害者からの119番
通報において円滑なコミュニケーションの一助とな
り、市民サービスの向上に繋がった。
登録人数122人※令和3年3月31日現在

　１３ 消防本部通信指令課

119番通報での電話通訳センターを介した多言語対応サービスの導入

外国人から通報を受けた際に、主要な言語に24時間365日対応できる電話通訳セン
ターを介して三者間同時通訳で会話ができる体制を整備する。

外国人が119番通報をする際に円滑なコミュニケーションを取ることが可能とな
り、的確な消防・救急サービスを受けられる。

電話通訳センターを介
した多言語対応サービ
ス

実施検討 継続

実施検討 継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

実　施
スケジュール

H30
実施内容

電話通訳センターと多言語対応サービスの業務委託契
約を締結し、平成31年4月1日から運用を開始する。

生じた効果 　―

R1

実施内容

外国人からの119番通報時及び外国人のみの救急現場
での活動等に、電話通訳センターを介して迅速かつ的
確な対応を行うことができる体制を整備した。（令和
元年度事業費　委託料216千円）

生じた効果
令和元年度に15件の使用実績があり、外国人からの
119番通報等において円滑なコミュニケーションの一
助となり、市民サービスの向上に繋がった。

R2

実施内容
事業を継続し、外国人からの119番通報等において、
迅速かつ的確な対応を行うことができる体制を維持し
た。（令和2年度事業費　委託料　188千円）

生じた効果
令和2年度に3件の使用実績があり、外国人からの119
番通報等において円滑なコミュニケーションの一助と
なり、市民サービスの向上に繋がった。

１４【情報化推進計画2-8】 一宮消防署管理課

救急現場等での多言語音声翻訳アプリの利用

救急隊員がスマートフォンの多言語翻訳アプリ（救急ボイストラ）を利用し、音
声と画面の文字により外国人と会話ができる体制を整備する。

外国人が救急現場において円滑なコミュニケーションを取ることが可能となり、
的確な消防・救急サービスを受けられる。

実　施
スケジュール

救急現場等での多言語
音声翻訳アプリの利用

H30

実施内容

平成30年6月より市内の救急車14台（予備車両3台含
む）にスマートフォンを導入し、救急現場において多
言語翻訳アプリ「救急ボイストラ」を使用して外国人
傷病者に対応できる環境を整備した。

生じた効果
平成30年6月～平成31年3月の救急現場での使用実績は
11件あり、現場活動の円滑なコミュニケーションの一
助となり市民サービスの向上に繋がった。

R1

実施内容
前年度から継続して、救急現場において多言語翻訳ア
プリ「救急ボイストラ」を使用している。

生じた効果
平成31年4月～令和2年3月の救急現場での使用実績は
14件であり、外国人傷病者に対応するにあたっての一
助となっている。

R2

実施内容
令和2年度も継続して、救急現場において多言語翻訳
アプリ「救急ボイストラ」を使用している。

生じた効果
令和2年度の救急現場での使用実績は12件であり、外
国人傷病者に対応するにあたっての一助となってい
る。

実施 継続
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 (5)セキュリティの確保

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

　１５ 財務部資産経営課

公用車へのドライブレコーダーの配備

市が所有する全公用車374台のうち、ドライブレコーダー未設置車323台に常時録
画型ドライブレコーダーを設置する。
○未設置車323台の内訳（一般車両246台・緊急車両46台・塵芥車等31台）
管財課166台、福祉課1台、清掃対策課26台、施設管理課1台、消防本部総務課25
台、一宮消防署管理課26台、経営総務課58台、市民病院管理課10台、木曽川市民
病院業務課7台、生涯学習課2台、図書館事務局1台
○塵芥車等…塵芥車・普通貨物車（環境部）・大型バス・図書館車

職員の交通安全意識の向上並びに交通事故等における責任の明確化及び処理の迅
速化が期待できる。

実　施
スケジュール

公用車へのドライブレ
コーダーの配備

H30

実施内容
一般車両241台、緊急車両13台、塵芥車等31台の計285
台に設置した。
(平成30年度事業費　備品購入費等10,140千円)

生じた効果
平成30年7月から順次導入し、職員の交通安全意識の
向上並びに交通事故等における責任の明確化及び処理
の迅速化が図られた。

R1

実施内容
寄付車2台を含む公用車18台（一般車両7台、緊急車両
11台）に設置した。
(令和元年度事業費　備品購入費等471千円)

生じた効果
職員の交通安全意識の向上並びに交通事故等における
責任の明確化及び処理の迅速化が図られた。

R2

実施内容
公用車20台（緊急車両）に設置した。
（令和2年度事業費　備品購入費437千円）

生じた効果
職員の交通安全意識の向上並びに交通事故等における
責任の明確化及び処理の迅速化が図られた。

１６【情報化推進計画1-2】 財務部資産経営課

本庁舎への業務記録システムの導入

本庁舎内の相談室にカメラを設置し、映像と音声を記録する。電話交換機にシス
テムを整備し、本庁舎内電話の全外線通話を録音する。

トラブルの早期解決及び行政対象暴力や不当要求への適切な対応が可能になる。

本庁舎への業務記録シ
ステムの導入

実施 推進

実施 継続推進
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 (6)公金納付方法の多様化

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

152,637

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 推進 推進

効果 47,805千円 52,124千円 52,708千円

うち
単年
効果

47,805千円 52,124千円 52,708千円

実　施
スケジュール

H30

実施内容

平成30年11月、外線電話の通話内容を自動的に録音す
る装置と、窓口応対の状況を記録するカメラを本庁舎
2階に5カ所、3階に2カ所設置した。
(平成30年度事業費　備品購入費等13,824千円)

生じた効果
窓口周辺に録画中である旨を表示することで、窓口対
応の質の確保及びトラブル防止に効果が見られた。

R1

実施内容

引き続き本庁舎内の窓口及び相談室のカメラにより映
像と音声を記録し、通話録音装置により本庁舎内電話
の全外線通話を録音した。
(令和元年度事業費　保守委託費715千円)

生じた効果
窓口対応の質の確保及びトラブル防止に効果が見られ
た。

R2

実施内容

引き続き本庁舎内の窓口及び相談室のカメラにより映
像と音声を記録し、通話録音装置により本庁舎内電話
の全外線通話を録音した。
(令和2年度事業費　保守委託費1,716千円)

生じた効果
窓口対応の質の確保及びトラブル防止に効果が見られ
た。

１７【情報化推進計画2-5】 財務部納税課

市税等のクレジットカード納付の導入

多様化する納税者のライフスタイルに対応した納税方法を確保するため、軽自動
車税、市県民税普通徴収、固定資産税、国民健康保険税の現年度分についてクレ
ジットカード決済による納税方法を導入する。

納税方法拡大による市民の利便性向上と納期
内納付増加による収納率の向上を図る。

実　施
スケジュール

市税等のクレジット
カード納付の導入

H30

実施内容
インターネットを利用した市税のクレジットカード納
付を実施した。

生じた効果
収納方法拡大により納税者の利便性が向上した。
6,249件の利用があり、1億7,280万円が収納され、年
度内で4,780万5千円の増収に繋がった。

R1

実施内容
インターネットを利用した市税のクレジットカード納
付を推進した。

生じた効果
9,381件の利用があり、2億6,980万円が収納され、年
度内で5,212万4千円の増収に繋がった。

R2

実施内容
インターネットを利用した市税のクレジットカード納
付を推進した。

生じた効果
11,191件の利用があり、3億2,259万円が収納され、年
度内で5,270万8千円の増収に繋がった。

実施 推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

9,180

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

効果 ― 3,909千円 5,271千円

うち
単年
効果

― 3,909千円 5,271千円

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

１８【情報化推進計画6-1】 財務部納税課

市税等のスマートフォン決済による納付の導入

多様化する納税者のライフスタイルに対応した納税方法を確保するため、軽自動
車税、市県民税普通徴収、固定資産税、国民健康保険税についてスマートフォン
やタブレットのアプリを利用した決済による納税方法を導入する。

納税方法拡大による市民の利便性向上と納期
内納付増加による収納率の向上を図る。

実　施
スケジュール

市税等のスマートフォ
ン決済による納付の導
入

H30
実施内容

多様化する公金納付方法への対応や実施状況につい
て、情報収集を行った。

生じた効果 　―

R1

実施内容
スマートフォンやタブレットのアプリを利用した納付
を実施した。

生じた効果
収納方法拡大により納税者の利便性が向上した。
年度内で390万9千円の増収に繋がった。

R2

実施内容
スマートフォンやタブレットのアプリを利用した納付
を継続した。

生じた効果
3,026件の利用があり、8,953万円が収納され、年度内
で527万1千円の増収に繋がった。

１９【情報化推進計画2-6】 会計課

交通系電子マネー決済の導入

市民課、中央子育て支援センター、観光案内所、一宮スポーツ文化センター及び
スケート場の計5カ所で導入済みの交通系ICカードによる決済システムについて、
利用できる窓口を拡大する。

納付方法を拡大し、市民の利便性を向上させる。

交通系電子マネー決済
の導入

H30

実施内容
平成30年4月1日にエコハウス138、ゆうゆうのやかた
に新たに導入した。

生じた効果

納付方法を拡大し、市民の利便性が向上した。
(件数ベースでの利用率)
　エコハウス138：0.06%
　ゆうゆうのやかた：0.46%

実施検討 継続

推進
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 (7)複数病院でのシステムの共同利用

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 検討 実施

実　施
スケジュール

R1

実施内容

多様なキャッシュレス決済の認知と利用が急速に広が
る中、市民の利便性を向上させるため交通系電子マ
ネー以外の決済手段の導入を検討した。その中で、令
和元年10月1日より観光案内所でスマートフォンアプ
リによるQRコード決済を新たに導入した。

生じた効果
納付方法を拡大し、市民の利便性が向上した。
(件数ベースでの利用率)
　観光案内所：1.29％(10月～3月)

H30
実施内容

R2

実施内容

市民の利便性を向上させるため交通系電子マネー以外
の決済手段の導入を検討した。令和3年2月より、観光
案内所で使用できるスマートフォンアプリによるQR
コード決済を1種類追加し、2種類とした。

生じた効果
納付方法を拡大し、市民の利便性が向上した。
(件数ベースでの利用率)
　観光案内所：12.23％(2月～3月)

R1
実施内容

複数の事業者のデモを行い、システムの理解を深める
とともにデータの提供内容及び範囲を検討した。

生じた効果 　―

　２０ 市民病院地域医療連携室

地域医療連携情報システムの構築

急性期病院である市民病院から回復期病院やかかりつけ医である地域の医療機関
へ、紹介状、検査結果、検査画像等の診療情報を、システムを利用して電子デー
タで提供する。

地域の医療機関へ提供する診療情報の充実化、迅速化を図ることで地域医療連携
の体制を強化する。オンライン予約システムへの機能拡大も検討する。

令和3年2月のシステム稼動により、地域の医療機関に
おいて、検査結果、X線画像、投薬内容等の診療情報
閲覧が可能となった。

生じた効果
医療連携が強化され令和3年2・3月の紹介患者数が昨
年同月比3％の増加となった。

令和2年2月から稼動する新しい電子カルテシステムの
事業者を選定し、地域医療連携情報システムの構築に
ついて検討を重ねた。

生じた効果 　―

R2

実施内容

実　施
スケジュール

地域医療連携情報シス
テムの構築

実施検討
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 (8)ＩＣＴを活用した混雑の緩和

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ― ―

進捗 ― ― 実施

実　施
スケジュール

申告予約受付システム
の導入

R2

実施内容
申告予約受付システムを導入した。
(令和2年度事業費　システム導入費132千円、人件費
999千円)

生じた効果

昨年まで最大3時間超だった待ち時間が概ね15分以内
に短縮されるとともに、会場の混雑が緩和された。加
えて、職員の適正配置により事務を効率的に進めるこ
とができた。

　２１ 財務部市民税課

申告予約受付システムの導入

市内3カ所（本庁舎、尾西庁舎、木曽川庁舎）で開設する申告相談会場において、
来庁者の待ち時間の解消などのためインターネット又は電話による完全予約制を
導入する。

待ち時間を概ね15分以内に短縮できる。予約枠に上限を設け人数制限をすること
により、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として、会場の密を回避し市
民及び職員の安心安全を確保する。来庁者数が予測可能となり、それに合わせた
職員の配置をすることで事務を効率的に進めることができる。

実施
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 ②　財政・資産の改革

 (1)歳入の確保

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

12,000

H30 R1 R2

計画 ― ―

進捗 ― ― 実施

効果 ― ― 12,000千円

うち
単年
効果

― ― 12,000千円

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

560

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

効果 176千円 192千円 192千円

うち
単年
効果

176千円 192千円 192千円

　２２ 総合政策部政策課

企業版ふるさと納税の導入

一宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置づけられた64事業に対して、一宮
市外に本社などが所在する企業から、企業版ふるさと納税の制度を活用した寄附
を受け入れる。

一宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略を基に地域
再生計画を作成し、令和2年8月に内閣府の認定を受
けた。

生じた効果
企業版ふるさと納税による寄附の受入が可能とな
り、3件、計1,200万円の寄附を受け入れた。

新たな寄附金収入が発生する。

実　施
スケジュール

企業版ふるさと納税の
導入

R2

実施内容

　２３ 総務部行政課

本庁舎エレベーター内の壁面広告の導入

本庁舎での新たな広告媒体としてエレベーター機内に広告ポスターを設置する。

広告掲出料として収入が新たに発生する。

実　施
スケジュール

本庁舎エレベーター内
の壁面広告の導入

H30

実施内容
広告取扱委託業者を公募し、平成30年5月より本庁舎
中央エレベーターに広告ポスターを5枚掲出した。

生じた効果
平成30年5月～平成31年3月で、広告掲出料と行政財
産目的外使用料を併せて月額1万6千円、年額17万6千
円の収入を得た。

実施

実施 継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額

（千円）
640

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

効果 ― 90千円 550千円

うち
単年
効果

― 90千円 550千円

実　施
スケジュール

R1

実施内容
引き続き本庁舎中央エレベーターに広告ポスターを5
枚掲出した。

生じた効果
平成31年4月～令和2年3月で、広告掲出料と行政財産
目的外使用料を併せて月額1万6千円、年額19万2千円
の収入を得た。

R2

実施内容
引き続き本庁舎中央エレベーターに広告ポスターを5
枚掲出した。

生じた効果
令和2年4月～令和3年3月で、広告掲出料と行政財産
目的外使用料を併せて月額1万6千円、年額19万2千円
の収入を得た。

　２４ 総務部行政課

市ウェブサイトバナー広告の拡大

市ウェブサイトトップページの下部にあるバナー広告5枠×3列のうち5枠を、利
用者のブラウザ下部にランダムで常時表示させるようカスタマイズし、広告主を
開拓するとともに、広告枠を5枠×4列に拡大する。

トップページに常時表示させることで広告
媒体としての魅力を上げ、広告主を増加さ
せることで収入増を図る。

市ウェブサイトバナー
広告の拡大

H30

実施内容
市ウェブサイトトップページを管理する広報課と連
携し、平成30年度中にカスタマイズし令和元年度当
初から開始できるよう準備を進めた。

生じた効果 　―

平成31年4月からバナー広告のランダム5枠をブラウ
ザ下部に常時表示させるようにカスタマイズした。

生じた効果 平成30年度と比較し、9万円の歳入増加となった。

R2

実施内容
引き続き、バナー広告のランダム5枠の常時表示を
行った。

生じた効果 平成30年度と比較し、55万円の歳入増加となった。

R1

実施内容

実施検討 継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額

（千円）
3,765

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

効果 ― 1,255千円 2,510千円

うち
単年
効果

― 1,255千円 2,510千円

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 実施

　２５ 活力創造部スポーツ課

いちのみや中央プラザ体育館アリーナのネーミングライツの売却

いちのみや中央プラザ体育館のアリーナ部分に企業名や商品名を付けることがで
きる施設命名権（ネーミングライツ）のスポンサーを募集し、愛称として使用す
る。

ネーミングライツ料として収入が発生す
る。

実　施
スケジュール

いちのみや中央プラザ
体育館アリーナのネー
ミングライツの売却

H30

実施内容
令和元年度にオープンする、いちのみや中央プラザ
体育館のアリーナ部分での導入を目指し、方針を検
討した。

生じた効果 　―

R1

実施内容

ネーミングライツ事業スポンサーを公募し、令和元
年10月から建物北面・西面外壁面(2カ所)、アリーナ
内(2カ所)、アリーナ出入口扉(3カ所)にサイン掲示
を行った。

生じた効果
令和元年10月～令和2年3月で、ネーミングライツ料
として125万5千円の収入を得た。

R2

実施内容
ネーミングライツ事業スポンサーの契約として、建
物北面・西面外壁面(2カ所)、アリーナ内(2カ所)、
アリーナ出入口扉(3カ所)にサイン掲示を行った。

生じた効果
令和2年4月～令和3年3月で、ネーミングライツ料と
して251万円の収入を得た。

　２６ 財務部資産経営課

手数料・使用料の見直し

手数料条例を始め各種条例で規定している手数料及び使用料について、事務執行
に係る経費又は維持管理経費等に見合う適正な受益者負担額と公平性を確保でき
るよう見直しを行う。

行政コストに対する適正な受益者負担を求めることで、市民の公平性、健全な行
財政運営及び持続的な公共施設の維持管理に資することができる。

手数料・使用料の見直
し

実施検討 継続

実施検討
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額

（千円）
228,693

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

効果 9,455千円 66,019千円 153,219千円

うち
単年
効果

9,455千円 56,564千円 87,200千円

実　施
スケジュール

H30

実施内容
行政サービスに対する受益者負担の適正化の観点か
ら、従来無償のものも含め、各課で提供する行政
サービスに係る調査を実施し、基礎分析を行った。

生じた効果
上記調査により各課の受益者負担、コスト、スク
ラップ＆ビルド等に関する意識を醸成するととも
に、見直しに向けての基礎資料を集計した。

R1

実施内容

令和元年8月に「使用料・手数料の見直しに関する基
本方針」を取りまとめ、関係各課へ指針を示すとと
もに、広く市民へ理解を得るために広報等を実施し
た。また、関係各課と調整を行い、令和元年12月定
例市議会で使用料等の条例改正を行い、広報・ウェ
ブサイトで周知した。

生じた効果
行政コストに見合う適正な受益者負担を求めること
で、市民の公平性、健全な行財政運営及び持続的な
公共施設の維持管理に資することができた。

R2

実施内容
令和元年度に改正した各条例の施行により、令和2年
4月に手数料及び使用料を改定した（一部使用料は7
月改定）。

生じた効果
行政コストに見合う適正な受益者負担を求めること
で、市民の公平性、健全な行財政運営及び持続的な
公共施設の維持管理に資することができた。

　２７ 財務部市民税課

事業所税の経過措置減免の減免割合の逓減

平成30年9月30日までの時限的措置であった事業所税経過措置減免の減免割合を6
年かけて段階的に縮小し、令和6年9月30日をもって廃止する。

より公平・公正な課税を実現するととも
に、都市環境の整備・改善といった行政
ニーズに対応するため、中長期を見据えた
安定的な自主財源の確保に資する。

実　施
スケジュール 事業所税の経過措置減

免の減免割合の逓減

H30

実施内容
事業年度が平成30年10月1日以降に終了する繊維工業
法人の事業所税資産割の減免割合を4分の3から2分の
1とした。

生じた効果

対象法人の資産割減免割合が従前の4分の3の場合は
減免額が2,836万6千円である。減免割合が2分の1と
なり減免額が1,891万1千円に縮小し945万5千円の税
増収となった。

推進
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 (2)民間活力の導入

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

36,757

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

効果 △6,506千円 △19,139千円 62,402千円

うち
単年
効果

△6,506千円 △12,633千円 81,541千円

実　施
スケジュール

R1

実施内容
事業年度が令和元年10月1日以降に終了する法人の事
業所税資産割の減免割合を2分の1から8分の3とし
た。

生じた効果

対象法人の資産割減免割合が従前の2分の1の場合は
減免額が4億5,751万4千円である。減免割合が8分の3
となり減免額が4億95万円に縮小し5,656万4千円の税
増収となった。

R2

実施内容

事業所税資産割の減免割合を8分の3とする期間を2年
延長し、段階的な減額措置の終了を令和6年9月30日
とする条例改正を行った。
上期分（事業年度が令和2年9月30日以前に終了する
法人分）の事業所税資産割減免割合については、2分
の1から8分の3とした。下期分（事業年度が令和2年
10月1日以降に終了する法人分）については、前年度
に引き続き8分の3とした。

生じた効果

上期分の対象法人の資産割減免割合が従前の2分の1
の場合は減免額（年間総額）が4億557万9千円であ
る。上期分の減免割合が8分の3となり減免額が3億
1,835万9千円に縮小し8,720万円の税増収となった。

　２８ 教育部学校給食課

学校給食調理業務委託の推進

調理員の退職者を新規職員により補充せず、嘱託職員と臨時職員で対応した上
で、学校給食調理場の調理業務を民間事業者に委託する。

人件費を削減する。衛生管理や人員管理等
に民間のノウハウを活かす。
（令和2年度までの3年間で見た場合は負担
額の方が大きくなりますが、将来に渡り節
減効果が期待できる事業です。）

実　施
スケジュール

学校給食調理業務委託
の推進

H30

実施内容
正規職員2名が退職し、嘱託職員2名とパート職員3名
を採用した。新規の委託はなかった。

生じた効果 正規職員の削減により人件費を削減できた。

推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額

（千円）
△ 32,803

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

効果 △7,590千円 4,356千円 △29,569千円

うち
単年
効果

△7,590千円 11,946千円 △33,925千円

R1

実施内容
正規職員2名、嘱託職員1名、臨時職員2名が退職し、
嘱託職員2名を採用した。新規の委託はなかった。

生じた効果 正規職員等の削減により人件費を削減できた。

R2

実施内容
正規職員4名、臨時職員41名が退職し、臨時職員2名
を採用した。新規で南部学校給食共同調理場の調理
業務委託を行った。

生じた効果
委託により人件費減と委託料増の差引が増額となる
が、将来的には人件費減による削減が見込まれる。

　２９ 環境部収集業務課

ごみ収集業務委託の推進

退職者を新規職員により補充をせず、ごみ収集業務を部分的に民間事業者へ委託
するとともに、収集コースの見直しも検討をする。

人件費を削減する。

実　施
スケジュール

ごみ収集業務委託の推
進

H30

実施内容
退職者4人（行1：1人、行2：3人）の人員補充を行わ
ず、新たに収集車1台分のごみ収集業務を民間事業者
へ委託した。

生じた効果
人件費減と委託料増の差引が減額（759万円減）と
なった。

R1

実施内容
退職者7人（行1：0人、行2：7人）の人員補充を行わ
ず、新たに収集車3台分のごみ収集業務を民間事業者
へ委託した。

生じた効果
前倒しの委託により人件費減と委託料増の差引が増
額となるが、将来的には人件費減による削減が見込
まれる。

R2

実施内容

退職者8人（行1：4人、行2：4人）の人員補充を行わ
ず、新たに収集車1台分のごみ収集業務を民間事業者
へ委託するとともに、収集コースの見直しを行い、
可燃ごみ収集を34台体制から33台体制とした。

生じた効果
人件費減と委託料増の差引が減額（3,392万5千円
減）となった。

推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額

（千円）
△ 23,996

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

効果 0円 △11,646千円 △12,350千円

うち
単年
効果

0円 △11,646千円 △704千円

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 検討 実施

　３０ 環境部施設管理課

ごみ焼却施設管理業務委託の推進

退職者を新規職員により補充をせず、焼却施設管理業務の一部を民間事業者へ委
託する。

人件費を削減する。施設管理に民間のノウ
ハウを活かす。

実　施
スケジュール

ごみ焼却施設管理業務
委託の推進

H30

実施内容
正規職員の退職者分について環境部内で人員を調整
した。

生じた効果
新規委託が発生せず、委託料の増額を抑えることが
できた。

R1

実施内容
正規職員3人、嘱託職員2人が退職し、嘱託職員5人と
臨時職員2人を採用した。新規の委託はなかった。

生じた効果 正規職員の削減により人件費を削減できた。

R2

実施内容
正規職員2人、臨時職員2人が退職したが、採用を嘱
託職員1人のみとし、新たに灰固化業務を民間事業者
へ委託した。（委託料　13,165千円）

生じた効果
正規職員の削減により、人件費減と委託料増の差引
額が減額（70万4千円）となった。

　３１ 上下水道部施設保全課(浄水場)

PFIによる佐千原浄水場新ポンプ棟建設に伴う中央管理室機器の更新及び運転管
理業務の委託化

直営により行っている佐千原浄水場の運転管理業務について、新ポンプ棟の建設
に伴う中央管理室機器の更新及びその後の運転管理業務に民間資金を活用するこ
とに向けて検討する。

民間技術のノウハウを活用し、将来の維持管理コスト削減を目指す。

実　施
スケジュール

佐千原浄水場新ポンプ
棟建設に伴うPFIの導
入

H30
実施内容

PFI導入可能性を調査した結果、財政削減率の見込み
は3.7％となった。

生じた効果 　―

R1
実施内容

令和2年度のPFI事業者選定に向けて、令和元年度-2
年度の債務負担行為によりアドバイザリー業務委託
を実施した。

生じた効果 　―

推進

検討
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額

（千円）
△ 5,970

H30 R1 R2

計画 ―

進捗 ― 検討 実施

効果 ― ― △5,970千円

うち
単年
効果

― ― △5,970千円

R2
実施内容

ＰＦＩ事業審査委員会において落札者候補を決定
し、落札者と契約交渉後、事業契約を締結した。

生じた効果 財政削減率は12.4％であった。

実施内容

令和元年度に実施した入札の結果、民間事業者へ委
託を実施した。（委託料126,029,500円）
令和３年度～令和５年度も引き続き民間事業者へ委
託するため、令和２年度～令和５年度の債務負担行
為により入札を行った。

　３２ 教育部総務課

学校事務・用務員業務の民間委託

臨時職員が行っている学校事務・用務員業務を民間事業者に委託する。

人件費を削減する。人員管理等に民間のノ
ウハウを活かす。

生じた効果

直接雇用から民間事業者へ委託したことにより、令
和２年４月～令和３年３月で、引き続き直接雇用し
た場合に見込まれる賃金等132,000,000円に対し、委
託料126,029,500円となったため、事業費を
5,970,500円削減することができた。

実　施
スケジュール

学校事務・用務員業務
の民間委託

R1
実施内容

勤務条件、人員配置を見直し、民間事業者に委託す
るための入札を行った。

生じた効果 　―

R2

実施検討
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 (3)健全な財政運営

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

　３３ 財務部財政課

一般財源配分方式による予算編成の推進

2市1町の合併による普通交付税の増額分の段階的な縮減など歳入減が見込まれ
る一方、扶助費・公債費や公共施設の老朽化に伴う更新・維持管理経費などの
歳出増が見込まれる状況を踏まえ、一般財源分を各部局に配分し、一部の配分
対象外経費を除くほとんどの経費について、配分額の範囲で予算編成を行う手
法を推進する。

限られた財源の中で、各部局における事務・事業の抜本的な見直し・工夫など
主体的な取組や部局内での調整を促すことにより、行政サービスの水準を維持
しつつ事業費の圧縮に努めることができ、持続可能な財政運営に寄与する。

実　施
スケジュール

一般財源配分方式によ
る予算編成

H30

実施内容
歳入・歳出の見込みに基づく一般財源配分方式、事
業の優先順位付け、年間予算としての当初予算計上
に取り組んだ。

生じた効果

令和元年度当初予算編成において適正な歳入の規模
に見合う予算規模とするよう努めた結果、対前年度
で扶助費などの義務的経費が17.5億円の増となった
ものの、予算総額は2.1億円の増にとどめることが
できた。

R2

実施内容

歳入・歳出の見込みに基づく一般財源配分方式、令
和元年度に導入した事業の有効性診断に基づく各部
での事業の優先順位付けの見直しにより、年間予算
としての当初予算計上に取り組んだ。

生じた効果

令和3年度は中核市移行により予算規模が膨らむこ
とが見込まれる中、当初予算編成において適正な歳
入の規模に見合う予算規模とするよう努めた結果、
予算総額は43.2億円の増となったものの、中核市移
行関係経費19.3億円や新型コロナウイルス感染症対
策経費7.1億円を除き16.8億円の増にとどめること
ができた。

R1

生じた効果

令和2年度当初予算編成において適正な歳入の規模
に見合う予算規模とするよう努めた結果、対前年度
で扶助費21.1億円増など義務的経費で52.7億円の増
となったものの、予算総額は25.4億円の増にとどめ
ることができた。

実施内容

歳入・歳出の見込みに基づく一般財源配分方式、新
たに導入した事業の有効性診断に基づく各部での事
業の優先順位付けの見直しにより、年間予算として
の当初予算計上に取り組んだ。

推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

令和元年度当初予算編成及び補正予算編成において
主要事業シートを用いた予算要求・査定を行い、予
算編成過程及び査定理由を市ウェブサイトで公開し
た。令和2年度当初予算編成においても、継続的に
取り組んだ。

生じた効果

事業担当課自らが費用対効果を意識した事業計画・
予算計画に努めた。
また、主要事業シートの公開により「予算の見える
化」を進めた。

令和2年度当初予算編成及び補正予算編成において
主要事業シートを用いた予算要求・査定を行い、予
算編成過程及び査定理由を市ウェブサイトで公開し
た。令和3年度当初予算編成においても、継続的に
取り組んだ。R2

実施内容

生じた効果

事業担当課自らが費用対効果を意識した事業計画・
予算計画に努めた。
また、主要事業シートの公開により「予算の見える
化」を進めた。

予算要求時にKPIを設定することにより、事業担当課自らがこれまで以上に事業
目的を明確にし、その効果を見据えた適切な予算要求を行うことができる。財
政担当においては、KPIの妥当性、事業の優先度や必要性という観点から査定を
行うことができる。また、予算編成過程を市ウェブサイトで公開することによ
り、市民の理解が深まることが期待される。

実　施
スケジュール

主要事業シートを活用
した効果的・効率的な
予算編成

H30

実施内容

平成30年度当初予算編成及び補正予算編成において
主要事業シートを用いた予算要求・査定を行い、予
算編成過程及び査定理由を市ウェブサイトで公開し
た。令和元年度当初予算編成においても、継続的に
取り組んだ。

生じた効果

事業担当課自らが費用対効果を意識した事業計画・
予算計画に努めた。
また、主要事業シートの公開により「予算の見える
化」を進めた。

R1

実施内容

　３４ 財務部財政課

主要事業シートを活用した効果的・効率的な予算編成の推進

平成29年度当初予算編成から導入した「主要事業シート」を活用して、事業担
当課が事業単位で設定したKPIを用いて費用対効果や事業の必要性を意識した予
算査定を行う。さらに、査定額の推移や査定理由などの予算編成過程を市ウェ
ブサイトで公開して「予算の見える化」を図る。

推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

　３５ 財務部財政課

実　施
スケジュール

一宮市中期財政計画の目標である基金残高35億円
（標準財政規模の概ね5％相当）を確保することが
できた。
◎令和元年度末現在高(a)/標準財政規模(b)＊100
（a4,256,038千円)/(b72,362,696千円)＊100＝
5.9％

生じた効果

実　施
スケジュール

H30

実施内容

財源の年度間不均衡の調整や災害等への緊急的な財政出動に備え、財政調整基
金の年度末現在高が標準財政規模の5.0％以上となるよう維持する。

経済の不況等による大幅な税収減や災害など不測の事態による支出の増加など
に対応できるよう基金積立額を維持することで、安定的かつ健全な財政運営が
図られる。

当初予算で24億円を取り崩したが、他の財源による
調整や決算見込みを踏まえて、6月補正予算で1億
円、9月補正予算で10億円、12月補正予算で6億円、
3月補正予算で7億円の計24億円の積立てができたこ
とにより、前年度末の基金残高を維持することがで
きた。

生じた効果

一宮市中期財政計画の目標である基金残高35億円
（標準財政規模の概ね5％相当）を確保することが
できた。
◎平成30年度末現在高(a)/標準財政規模(b)＊100
（a4,451,236千円)/(b72,083,407千円)＊100＝
6.2％

財政調整基金現在高の水準維持

財政調整基金現在高の
水準維持

生じた効果

新型コロナウイルス感染症の影響により基金を大き
く取り崩すことになった結果、標準財政規模の5％
を確保することができなかったものの、令和3年3月
に改定した一宮市中期財政計画の目標である基金残
高25億円は確保した。
◎令和2年度末現在高(a)/標準財政規模(b)＊100
（a3,460,738千円)/(b74,858,245千円)＊100＝
4.6％

当初予算で32億円を取り崩したが、他の財源による
調整や決算見込みを踏まえて、9月補正予算で5億
円、12月補正予算で14億円、3月補正予算で11億円
の計30億円の積立てができたことにより、前年度末
の基金残高から2億円減の42.6億円となった。

R2

実施内容

当初予算で20億円、新型コロナウイルス感染症対策
として年度中に8億円の計28億円を取り崩したが、
他の財源による調整や決算見込みを踏まえて、9月
補正予算で12億円、12月補正予算で8億円の計20億
円の積立てができたことにより、前年度末の基金残
高から8億円減の34.6億円となった。

実施内容

R1

継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

R1

安定した財政運営と、社会環境の変化への対応や地域特性に応じた適切な公共
サービスの提供の両立を実現する。

実　施
スケジュール

公共施設等総合管理計
画による適正管理

H30

実施内容
公共施設を管理・活用する方策を検討するにあた
り、全庁的な調整・協議を行うための体制を整備
し、検討会議を実施した。

R2

実施内容

生じた効果

　３６ 財務部資産経営課

公共施設等総合管理計画による適正管理

公共施設を総合的に把握し、管理・活用する方策を検討・実施するために、公
共施設等総合管理計画の進捗管理を行う。また、今後の施設のあり方について
検討し、施設の統廃合を含む適正配置及び使用料の適正化を図る。

計画の遂行にあたり、全庁的な協力体制が構築され
た。

公共施設等総合管理計画に基づき、市の公共施設を
所管する各部において、施設のあり方計画（個別施
設計画）を策定・公表した。

生じた効果

中心市街地の公的施設の統廃合を含む適正配置や施
設整備について、問題点等を提起し、方向性を示す
ことができた。

実施内容

中心市街地における公的施設の適正配置について、
検討を行った。また、施設整備について公共施設マ
ネジメント推進会議を開催し、関係各課で横断的な
協議を行った。

生じた効果

公共建築物について、所管する各施設整備の方針・
取組やコスト削減努力などを施設のあり方計画（個
別施設計画）に定めるとともに、各部・各課の責任
において推進することを明確にした。

継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

##

-7981 ##

　３７ 総務部人事課

給与の適正化

国や他の自治体の動向を踏まえながら、給与制度の適正化に努める。

人件費の適正化を図る。

実　施
スケジュール

給与の適正化

H30

実施内容
職員の給与について、ラスパイレス指数並びに県・
他市の状況を十分考慮し、適正な運用に努めた。

生じた効果
ラスパイレス指数(4月1日現在)
平成29年度：100.6 → 平成30年度：100.9

R1

実施内容
職員の給与について、ラスパイレス指数並びに県・
他市の状況を十分考慮し、適正な運用に努めた。

生じた効果
ラスパイレス指数(4月1日現在)
平成30年度：100.9 → 令和元年度：100.6

R2

実施内容
職員の給与について、ラスパイレス指数並びに県・
他市の状況を十分考慮し、適正な運用に努めた。

生じた効果
ラスパイレス指数(4月1日現在)
令和元年度：100.6 → 令和２年度：100.7

継続
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春日井市

一宮市

ラスパイレス指数の推移

ラスパイレス指数は、地方公務員と国家公務員の給与水準を、国家公務員の職員構成を
基準として、職種ごとに学歴別、経験年数別に平均給料月額を比較し、国家公務員の給与
を100とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果
効果額
（千円）

597,294

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

効果 ― 336,427千円 260,867千円

うち
単年
効果

― 336,427千円 260,867千円

平成30年10月に公募型プロポーザル方式による入札
を実施し受託事業者を選定した。選定した事業者と
契約を締結し、運用開始準備をした。

生じた効果 　―
実　施

スケジュール

市税等の滞納整理事務
の民間委託による効率
化

R2

実施内容

収納率が市税0.24%(1億2,601万2千円)増、国民健康
保険税2.05%(2億129万7千円)増となった。

収納率の向上、滞納繰越額の減少及び徴税
吏員が納税相談・財産調査・滞納処分に専
念できる環境の整備を図る。

市税の滞納者に対しての処分を伴わない補助的業務
の包括的委託業務の効率化を継続した。
（令和２年度事業費　委託料37,968千円）

生じた効果

新型コロナウィルス感染症等の影響による減収を理
由とした徴収猶予の特例分を考慮した収納率は、市
税0.23%(1億2,112万5千円)増、国民健康保険税
1.39%(1億3,062万4千円)増となった。

H30

市税の滞納者に対しての処分を伴わない補助的業務
の包括的委託契約を締結し、人員を削減した。
（令和元年度事業費　委託料37,968千円）

生じた効果

R1

実施内容

実施内容

　３８ 財務部納税課

市税等の滞納整理事務の民間委託による効率化

市税等の滞納者に対して、電話や訪問による催告のほか、窓口受付、口座振替
に関する業務、各種調査書類の作成業務等、処分を伴わない補助的業務を包括
的に委託する。

実施検討 継続
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 (4)医療機能充実と病院運営効率化

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 実施 実施

R1

R2

実施内容
既設病棟改修工事を実施した。
(令和2年度事業費)
　既設病棟改修工事関係 297,943千円

生じた効果
令和3年度の工事完成に向けて、着実に事業の推進
を図ることができた。

①緩和ケア病棟、ハイブリッド手術室等を新設することにより、地域がん診療
連携拠点病院、地域医療支援病院としての役割を果たす。
②資質の高い医療従事者を確保し、院内で育成することにより、安定した医療
提供体制を整備する。
③尾張西部医療圏における急性期医療等の役割を担い、地域の医療機関におけ
る医療と介護・福祉の連携を一層推進して地域完結型医療を実現する。

①新病棟建設及び既設
病棟改修

H30

実施内容

新病棟が完成し、平成30年10月より供用を開始し
た。引き続き、既設病棟改修工事の設計業務委託を
実施した。
(平成30年度事業費)
　新病棟建設工事関係 3,484,215千円
　既設病棟改修工事関係　44,600千円

生じた効果

新病棟の完成により、地域がん診療連携拠点病院、
地域医療支援病院としての機能を拡充することがで
きた。
また、既設病棟においては令和3年度完成に向け
て、着実に事業の推進を図ることができた。

令和3年度の工事完成に向けて、着実に事業の推進
を図ることができた。

　３９ 病院事業部経営企画課

実施内容
既設病棟改修工事を実施した。
(令和元年度事業費)
　既設病棟改修工事関係 356,318千円

生じた効果

一宮市病院事業新改革プランに基づく病院事業改革

地域医療における一宮市病院事業の役割を果たすため、以下の事業を通して医
療機能の充実と効率的な病院運営を目指す。
①新病棟建設及び既設病棟改修による病院機能の充実（市民病院）
②地域医療を支える医師、看護師など医療従事者の確保・育成（市民病院・木
曽川市民病院）
③医療機能分化による効率的な医療提供体制のための病診・病病連携（市民病
院・木曽川市民病院）

実施
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計画

進捗 推進 推進 推進

計画

進捗 推進 推進 推進

採用した医療従事者を院内で育成したことにより医
療提供体制が安定し、より良い医療を提供すること
ができた。

R1

実施内容
地域の医療機関と紹介・逆紹介を通じて連携した。
(市民病院)紹介率：76.2％　逆紹介率：104.9％

生じた効果
各病院本来の機能を発揮し、地域完結型の医療を提
供することができた。

③病診・病病連携

H30

実施内容
地域の医療機関と紹介・逆紹介を通じて連携した。
(市民病院)紹介率：74.4％　逆紹介率：107.5％

R2

実施内容
地域の医療機関と紹介・逆紹介を通じて連携した。
(市民病院)紹介率：77.8％　逆紹介率：88.5％

生じた効果
入院患者数が前年度と比べ9％の減で逆紹介率は下
がったが、各病院本来の機能を発揮し、地域完結型
の医療を提供することができた。

R1

実施内容
研修医17名、看護師60名、医療技師14名を採用し
た。

生じた効果

生じた効果
各病院本来の機能を発揮し、地域完結型の医療を提
供することができた。

H30

実施内容
研修医16名、看護師83名、医療技術職10名、病院事
務職4名を採用した。

生じた効果
採用した医療従事者を院内で育成したことにより医
療提供体制が安定し、より良い医療を提供すること
ができた。

R2

実施内容
研修医17名、看護師48名、医療技師8名を採用し
た。

②医療従事者の確保・
育成

実　施
スケジュール

生じた効果
採用した医療従事者を院内で育成したことにより医
療提供体制が安定し、より良い医療を提供すること
ができた。

推進

推進
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 ③　人材・組織の改革

 (1)人事制度と組織の見直し

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

##
-25914 ##
-7981 ##

　４０ 総務部人事課

適正な職員数の管理

新たな行政ニーズを勘案して、職員数の適正化に努める。

人件費の適正化を図る。

実　施
スケジュール

適正な職員数の管理

H30

実施内容
4月1日現在職員数
平成29年度3,661人→平成30年度3,707人（46人増）

生じた効果

新たな行政ニーズに対応するため職員の適正配置を行った。
行政職：こども家庭相談室や区画整理課の新設などの増員
保育士：乳児保育の定員拡大に対応するため増員
労務職：退職者不補充のため減員
医療職：新病棟の完成に伴う増員

R1

実施内容
4月1日現在職員数
平成30年度3,707人→令和元年度3,737人（30人増）

生じた効果

新たな行政ニーズに対応するため職員の適正配置を行った。
行政職：中核市移行準備や旅券事務移譲などのための増員
保育士：幼児教育・保育の無償化に対応するため増員
労務職：退職者不補充のため減員
医療職：保健所業務引継ぎのため、獣医師、薬剤師及び保健
師の採用による増員

R2

実施内容
4月1日現在職員数
令和元年度3,737人→令和2年度3,843人(106人増)
うち、再任用制度移行による基準変更(66人増）

生じた効果

新たな行政ニーズに対応するため職員の適正配置を行った。
行政職：中核市移行準備のための増員
保育士：幼児教育・保育の無償化に対応するため増員
労務職：退職者不補充のため減員
医療職：保健所業務引継ぎのため、獣医師、薬剤師、歯科衛
生士、栄養士及び保健師の採用による増員

継続

1,299 1,292 1,298 1,318 1,328 1,407 

251 229 218 199 177 
163 

584 624 638 640 650 
668 

382 389 389 390 396 
400 
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27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

(人) 職員数の推移(職種別）

3,843

3,603 3,7073,619 3,661

医療職

消防職

保育士

労務職

行政職

3,737
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＜年度別職員適正化計画＞

H29 H30 R1 R2

一般会計 1,079人 1,084人 1,084人 1,084人

企業会計 219人 221人 221人 221人

計 1,298人 1,305人 1,305人 1,305人

一般会計 638人 659人 659人 659人

企業会計 0人 0人 0人 0人

計 638人 659人 659人 659人

一般会計 389人 390人 394人 395人

企業会計 0人 0人 0人 0人

計 389人 390人 394人 395人

一般会計 176人 161人 143人 122人

企業会計 42人 41人 40人 36人

計 218人 202人 183人 158人

一般会計 70人 72人 72人 72人

企業会計 1,048人 1,082人 1,082人 1,082人

計 1,118人 1,154人 1,154人 1,154人

一般会計 2,352人 2,366人 2,352人 2,332人

企業会計 1,309人 1,344人 1,343人 1,339人

計 3,661人 3,710人 3,695人 3,671人

一般会計 － 14人 0人 △ 20人

企業会計 － 35人 34人 30人

計 － 49人 34人 10人

＜各年度4月1日現在実績＞

H29 H30 R1 R2

一般会計 1,079人 1,097人 1,111人 1,187人

企業会計 219人 221人 217人 220人

計 1,298人 1,318人 1,328人 1,407人

一般会計 638人 640人 650人 668人

企業会計 0人 0人 0人 0人

計 638人 640人 650人 668人

一般会計 389人 390人 396人 400人

企業会計 0人 0人 0人 0人

計 389人 390人 396人 400人

一般会計 176人 158人 137人 122人

企業会計 42人 41人 40人 41人

計 218人 199人 177人 163人

一般会計 70人 73人 77人 91人

企業会計 1,048人 1,087人 1,109人 1,114人

計 1,118人 1,160人 1,186人 1,205人

一般会計 2,352人 2,358人 2,371人 2,468人

企業会計 1,309人 1,349人 1,366人 1,375人

計 3,661人 3,707人 3,737人 3,843人

一般会計 － 6人 19人 116人

企業会計 － 40人 57人 66人

計 － 46人 76人 182人

消
防
職

労
務
職

医
療
職

年   度

職
種
別
職
員
数

行
政
職

保
育
士

消
防
職

労
務
職

医
療
職

合計

29年度と
の比較

＊労務職は業務の委託等により減少していますが、行政職は臨時事業への対応、保育士は保育体制
の充実、医療職は循環器疾患やがん疾患の医療機能充実等のため増加の見込みとなっています。
＊令和2年度は再任用制度移行による基準変更(66人増）を含む。

合計

29年度と
の比較

年   度

職
種
別
職
員
数

行
政
職

保
育
士
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 推進 推進

中核市移行に向けた組
織体制の強化

　４２【中核市】 総務部行政課

中核市移行に向けた組織体制の強化

一宮市が市制施行100周年となる令和3年の中核市移行に向け、組織体制を強化
する。

中核市移行により愛知県からこれまで以上の権限移譲を受け、より質の高い行
政サービスを提供できるよう、県・市の協議及び連絡調整等を推進する。

総務部行政課内に中核市移行準備室を、こども部子
育て支援課内にこども家庭相談室を新設した。経済
部経済振興課産業基盤整備室を経済部企業立地推進
課として独立させ、まちづくり部に区画整理課を新
設した。
企画部を総合政策部へ改称し、企画政策課を政策課
へ、地域ふれあい課を市民協働課へ、経済振興課を
商工観光課へそれぞれ変更した。

生じた効果 効率的で分かりやすい組織となった。

実　施
スケジュール

組織・機構の見直し

R2
実施内容

効率的で分かりやすい組織となった。

効率的で分かりやすい組織が構築される。

総合政策部に新型コロナ対策室を、教育文化部総務
課内に学校ICT推進室を新設した。総合政策部政策
課100周年記念事業推進室を100周年推進室とした。

生じた効果 効率的で分かりやすい組織となった。

H30

総務部を総務部と財務部に分割し、財政課、管財
課、市民税課、資産税課及び納税課を財務部へ移管
した。総合政策部政策課内に100周年記念事業推進
室を、市民健康部健康づくり課内に保健所設置準備
室を新設した。
総合政策部人事課を総務部へ、総務部危機管理課を
総合政策部へ移管し、市民協働課交通政策室を交通
政策課、総務部行政課中核市移行準備室を総合政策
部中核市移行推進課とした。また、経済部競輪場事
業課を廃止した。

生じた効果

R1
実施内容

実施内容

　４１ 総務部行政課

組織・機構の見直し

業務内容の増減や社会情勢の変化に応じて組織・機構の見直しを行い、新たな
課題に対応できる仕組みを構築する。

継続

実施 推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ―

進捗 ― 検討 検討

事務分掌や配置人員を整理し、システム改修や予算
計上を行った。

生じた効果 　―

実　施
スケジュール

福祉総合相談窓口の設
置

R1

実施内容
保健所からの移譲業務や課をまたぐ複合的な相談を
洗い出し、受付体制の検討を進めた。

生じた効果 　―

R2

実施内容

　４３【中核市】 福祉部福祉総務課

福祉総合相談窓口の設置

福祉部門の各担当課で行っている障害者、生計困難・生活の不安、高齢者・介
護のことを含む複合的な相談のほか、新たに精神障害・難病患者の相談を行う
総合窓口を開設する。

来庁者が相談先に迷う場合に、気軽に相談でき、必要な支援に繋がるよう、
サービスの向上を図る。

生じた効果

獣医師・薬剤師等の県への派遣研修を行った。
移行後の人員・組織体制や財政影響等について検討
を重ね、中核市移行基本計画をパブリックコメント
の実施を経て、策定した。
3月定例市議会へ中核市指定の申出に係る議案を提
出し、議決を受けた。

R2

実施内容
総合政策部中核市移行推進課及び市民健康部健康づ
くり課保健所設置準備室が、中核市移行基本計画に
基づき移行の準備を進めた。

生じた効果

獣医師・薬剤師等の県への派遣研修を行った。
愛知県の同意を得て、中核市の指定に係る総務大臣
への申出を行い、令和2年10月に一宮市を中核市に
指定する政令が公布された。
12月定例市議会へ中核市移行に関係する条例案を提
出し、議決を受けた。

実　施
スケジュール

H30

実施内容
中核市移行の準備を進めるため、総務部行政課内に
中核市移行準備室を設置した。

生じた効果
移譲事務に関する県との協議・調整を実施し、県・
市連絡会議を開催した。また、中核市移行に関する
基本方針を策定した。

R1

実施内容

総務部行政課中核市移行準備室を総合政策部中核市
移行推進課とした。また、市民健康部健康づくり課
内に保健所設置準備室を新設し、獣医師・薬剤師を
採用した。

検討
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 実施

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ―

進捗 ― 検討 実施

ききょう会館3階～5階にある働く婦人の家を令和2
年度末で廃止を検討した。

生じた効果 働く婦人の家は令和3年3月31日をもって廃止した。

実　施
スケジュール

働く婦人の家の廃止

R1

実施内容
ききょう会館を含めた中心市街地にある公共施設の
在り方を検討した。

生じた効果 　―

R2

実施内容

　４５ 活力創造部商工観光課

働く婦人の家の廃止

社会経済情勢の変化を踏まえ、ききょう会館3～5階にある働く婦人の家を令和
2年度末で廃止し、勤労婦人に特化した教室事業等の福祉の提供を取りやめる
とともに、令和3年度以降の同スペースの有効活用方法を検討する。

公有財産の効率的な活用、運用が期待できる。

R1

実施内容
1年生が不在となり、2・3年生だけで授業を行っ
た。

生じた効果
1年生分の歳出（外部講師報償費2,789千円、講師派
遣・臨地実習負担金583千円等）が削減された。

R2

実施内容
1・2年生が不在となり、3年生だけで授業を行っ
た。

生じた効果

1・2年生分の歳出（外部講師報償費3,755千円、講
師派遣・臨地実習負担金1,240千円等）が削減され
た。中央看護専門学校は令和3年3月31日をもって閉
校した。

中央看護専門学校の閉校

近隣において複数の看護系大学が開設され、学生の確保が難しくなったこと等
の状況を考慮し、令和元年度入学生の募集を停止し、令和3年3月末日をもって
閉校する。

学校運営の経費負担の削減を図る。看護師養成という同じ目的で開設された市
内の複数の看護系大学の民間活力に期待できる。

実　施
スケジュール

中央看護専門学校の閉
校

H30
実施内容 令和元年度の入学生の募集を停止した。

生じた効果 　―

　４４ 市民健康部保健所保健総務課

継続

実施検討

実施
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

 (2)職員の能力向上と人材の活用

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

生じた効果
21人が参加し、職員各自の仕事の能率や生産性向上
に対する意識が高まった。

実　施
スケジュール

公募型研修の実施

H30

実施内容
問題解決研修として、階層、職種に関係なく公募を
行った。

生じた効果
36人が参加し、職員各自の仕事の能率や生産性向上
に対する意識が高まった。

R1

実施内容
問題解決研修として、階層、職種に関係なく公募を
行った。

　４７ 総務部人事課

公募型研修の実施

第5部特別・専門研修の中に、職員のニーズを吸い上げたテーマで、階層に限
らず受講者を公募する「公募型研修」を導入する。

職員のニーズに沿った専門テーマを設定することにより、職員の自己目標設
定・到達を支援する。また、受講者自らが興味のある研修に意欲的に参加する
ことにより、より高い研修効果が期待できる。

R1

実施内容
引き続き、子ども家庭総合支援拠点として、こども
家庭相談室を運営した。

生じた効果
児童相談所と連絡会議を月1回開催し連携を強化し
た。家庭訪問を令和元年度中に255件実施し、虐待
事例への見守りを強化した。

R2

実施内容
引き続き、子ども家庭総合支援拠点として、こども
家庭相談室を運営した。

生じた効果
児童相談所と連絡会議を月1回開催し連携を強化し
た。家庭訪問を令和2年度中に242件実施し、虐待事
例への見守りを強化した。

子ども家庭総合支援拠点の設置

既存のこども家庭相談支援事業である、児童相談、ひとり親家庭相談、女性相
談の3分野のうち、特に児童虐待にかかわる児童相談の充実を図るために体制
を強化して、子ども家庭総合支援拠点を設置する。

不安定な子育て家庭の見守りを強化し、養育を安定させることにより、児童虐
待防止を図り、虐待事例への相談支援を充実する。

実　施
スケジュール

子ども家庭総合支援拠
点の設置

H30

実施内容
資格を有する職員を増員し、こども家庭相談室を設
置した。

生じた効果
児童相談所と連絡会議を月1回開催し連携を強化し
た。家庭訪問を平成30年度中に187件実施し、虐待
事例への見守りを強化した。

　４６ 子ども家庭部子ども家庭相談課

実施 継続

継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

　４９ 子ども家庭部保育課

退職保育士を保育園運営支援に活用

経験の豊富な退職保育士を活用して保育業務のノウハウを伝授するなど、保育
園運営の支援を行う。

保育士の相談役として保育園の管理面や保育の面での心配事の相談を受けて指
導を行うことで、保育士の資質の向上につながる。

生じた効果
民間企業経験者等、専門的な知識や技能を持った人
材を多数採用することができた。

R2

実施内容

保育士及び保健師について、新卒とは別に実務経験
者を募集した。
獣医師、薬剤師、公認心理師、看護師及び社会福祉
士又は精神保健福祉士について、実務経験者を含め
た幅広い年齢層の募集を行った。

生じた効果
民間企業経験者等、専門的な知識や技能を持った人
材を多数採用することができた。

実　施
スケジュール

知識、技能、経験を
持った人材の登用

H30

実施内容

保育士及び保健師について、新卒とは別に実務経験
者を募集した。
債権管理に関する実務経験者を募集した。
獣医師及び薬剤師について、実務経験者を含めた幅
広い年齢層の募集を行った。

生じた効果
民間企業経験者等、専門的な知識や技能を持った人
材を多数採用することができた。

R1

実施内容

土木職、電気職、精神保健福祉士、保育士及び保健
師について、新卒とは別に実務経験者を募集した。
獣医師、薬剤師、看護師、管理栄養士及び歯科衛生
士について、実務経験者を含めた幅広い年齢層の募
集を行った。

　４８ 総務部人事課

知識、技能、経験を持った人材の登用

職種に応じて、専門知識や技能、外部での経験を持った人材を採用する。

民間人材採用により組織の活性化を図る。

R2

実施内容
問題解決研修として、階層、職種に関係なく公募を
行った。

生じた効果
18人が参加し、職員各自の仕事の能率や生産性向上
に対する意識が高まった。

継続
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H30 R1 R2

計画

進捗 継続 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ―

進捗 ― 検討 実施

生じた効果

多様化・特殊化する各種災害に対して、高度救助資
機材を活用し要救助者を早期発見・救出すること
で、要救助者の生命や災害時の被害を軽減すること
ができる。

実　施
スケジュール

高度救助隊の編成

R1

実施内容
令和3年度の運用開始に向けて、高度救助隊の運用
方針等を検討した。

生じた効果 　―

R2

実施内容

消防署の組織に関する規程及び一宮市消防特別救
助隊に関する規程の改正と、救助資機材搬送車及び
高度救助資機材等を購入した。（備品購入費45,866
千円）

　５０【中核市】 一宮消防署管理課

高度救助隊の編成

人命救助に関する専門的かつ高度な教育を受けた隊員5人以上で編成された高
度救助隊の配備が中核市に義務付けられており、救助隊員のスキルアップを図
るとともに、必要な資機材及び救助資機材搬送車を購入する。

多様化・特殊化する各種災害に対応できるよう救助体制を充実・強化し、大規
模災害時等の被害を軽減する。

生じた効果 経験の浅い園長や保育士の質が向上した。

R2

実施内容
退職保育士6人が園長や保育士を訪問指導し、保育
園運営支援を行った。
（令和2年度事業費　賃金9,664千円）

生じた効果 経験の浅い園長や保育士の質が向上した。

実　施
スケジュール

退職保育士を保育園運
営支援に活用

H30

実施内容
退職保育士3人が園長や保育士を訪問指導し、保育
園運営支援を行った。
（平成30年度事業費　嘱託給及び賃金5,026千円）

生じた効果 経験の浅い園長や保育士の質が向上した。

R1

実施内容
退職保育士4人が園長や保育士を訪問指導し、保育
園運営支援を行った。
（令和元年度事業費　賃金2,233千円）

継続 推進

実施検討
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 (3)組織の活性化

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

庁内プロジェクトの公
募

　５２ 総務部人事課

庁内プロジェクトの公募

専門性の高い業務、新規事業などを広く公募し、その業務に対する知識、能力
及び意欲をもった職員を登用する。

人材の有効活用と組織の活性化を図る。

女性の仕事に対する選択肢を増やし、また、女性に対する子育てや復職に関す
る市民や職員の認識を改めることにより、女性が自由に働きやすい組織をつく
る。

　５１ 総務部人事課

女性職員のキャリア形成と登用

女性職員を管理職等役職者に登用する。

実施内容
女性管理職員の人数（割合）
令和元年度：122人（24.2％）
令和２年度：125人（24.7％）

R1

実施内容
女性管理職員の人数（割合）
平成30年度：107人（22.0％）
平成31年度：122人（24.2％）

生じた効果
女性職員が、その経験や能力をより発揮できる環境
をつくり、組織の活性化を図った。

生じた効果
女性職員が、その経験や能力をより発揮できる環境
をつくり、組織の活性化を図った。

実　施
スケジュール

女性職員のキャリア形
成と登用

H30

実施内容
女性管理職員の人数（割合）
平成29年度：94人（19.9％）
平成30年度：107人（22.0％）

生じた効果
女性職員が、その経験や能力をより発揮できる環境
をつくり、組織の活性化を図った。

R2

推進

推進
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 継続 継続 継続

国・県等との人事交流
及び民間企業への職員
派遣の実施

H30

実施内容

【派遣】国土交通省中部地方整備局 1人
　　　　経済産業省 1人
　　　　文部科学省 1人
　　　　愛知県 4人
　　　　自治総合センター 1人
　　　　全国市町村国際文化研修所 1人
　　　　東京海上日動火災保険㈱ 1人
【受入】国土交通省中部地方整備局 1人
　　　　愛知県 2人
　　　　愛知県警 1人

生じた効果
国・県等との人事交流を行うことにより職員の育成
を図った。

　５３ 総務部人事課

国・県等との人事交流及び民間企業への職員派遣の実施

国・県等との人事交流や民間企業に職員を派遣して業務を体験させることによ
り、職員の意識改革及び資質の向上を図る。

国・県の考え方や民間企業の経営感覚・コスト意識等を学ぶことにより、職員
の意識改革及び資質の向上並びに組織の活性化を図る。

生じた効果 　－

R2

実施内容

3つの事業に対して職員公募し、選考・任用を行っ
た。
・文部科学省への派遣
・愛知県市町村課への派遣
・博物館事務局における文化財保護業務

生じた効果 　－

実　施
スケジュール

H30

実施内容

5つの事業に対して職員公募し、選考・任用を行っ
た。
・文部科学省派遣
・愛知県市町村課派遣
・愛知県トリエンナーレ推進室派遣
・一宮ブランド戦略マネジャー
・自治体国際化協会による海外派遣

生じた効果 　－

R1

実施内容

4つの事業に対して職員公募し、選考・任用を行っ
た。
・内閣府・内閣官房　地方創生担当への派遣
・自治総合センターへの派遣
・保健所業務に係る愛知県派遣
・医療費助成事務に係る愛知県派遣

継続
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

生じた効果
公務外の事業に従事する機会が増え、資質向上に寄
与した。

R2

実施内容 引き続き、制度の周知を図った。

生じた効果
公務外の事業に従事する機会が増え、資質向上に寄
与した。

実　施
スケジュール

営利企業等従事許可要
綱の作成

H30

実施内容 平成30年4月に取扱要綱を施行し職員に周知した。

生じた効果
公務外の事業に従事する機会が増え、資質向上に寄
与した。

R1

実施内容 引き続き、制度の周知を図った。

　５４ 総務部人事課

営利企業等従事許可要綱の作成

要綱を作成し営利企業等従事許可の基準を明確化し、職員に周知を図る。

職員が公務外の事業に従事することで、視野と経験を広げ、職員の資質向上と
ともに組織の活性化を図る。

生じた効果
国・県等との人事交流を行うことにより職員の育成
を図った。

R2

実施内容

【派遣】国土交通省中部地方整備局 2人
　　　　内閣府・内閣官房 1人
　　　　文部科学省 1人
　　　　国土交通省 1人
　　　　総務省消防庁 1人
　　　　愛知県 44人
　　　　名古屋市 1人
　　　　岡崎市 2人
　　　　自治総合センター 1人
　　　　自治体国際化協会 1人
【受入】国土交通省中部地方整備局 1人
　　　　愛知県 3人
　　　　愛知県警 1人
　　　　東京海上日動火災保険㈱ 1人

生じた効果
国・県等との人事交流を行うことにより職員の育成
を図った。

実　施
スケジュール

R1

実施内容

【派遣】国土交通省中部地方整備局 2人
　　　　文部科学省 1人
　　　　国土交通省 1人
　　　　総務省消防庁 1人
　　　　愛知県 15人
　　　　名古屋市 1人
　　　　自治総合センター 1人
　　　　全国市町村国際文化研修所 1人
　　　　自治体国際化協会 1人
【受入】国土交通省中部地方整備局 1人
　　　　愛知県 2人
　　　　愛知県警 1人

実施 推進
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 (4)働き方改革

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 継続 継続

１名が制度を利用して休業した。

実　施
スケジュール

配偶者同行休業制度の
導入

H30

R1

R2
生じた効果

実施内容

　５６ 総務部人事課

配偶者同行休業制度の導入

身分を保有したまま職務に従事せず、外国で勤務等をする配偶者と外国におい
て生活を共にするための休業制度を導入する。

職員の仕事と家庭生活の両立を支援するとともに、職員の離職を抑制し、当該
職員を帰国後復職させることにより安定した公務の運営を図る。

引き続き、制度の周知を図った。

生じた効果 応募者がいなかったため、引き続き推進する。

実施内容 引き続き、制度の周知を図った。

実施内容
一宮市職員の配偶者同行休業に関する条例を制定
し、平成30年4月より制度を導入した。

生じた効果
家庭の事情で離職せざるをえなかった職員が、離職
することなく公務に復帰することが可能となった。

引き続き、制度の周知を図った。

生じた効果 応募者がいなかったため、引き続き推進する。

R1
生じた効果 応募者がいなかったため、引き続き推進する。

実施内容 引き続き、制度の周知を図った。

自主性をいかした能力開発や国際協力の機会を職員に提供する。

実　施
スケジュール

自己啓発等休業制度の
導入

H30

実施内容
一宮市職員の自己啓発等休業に関する条例を制定
し、平成30年4月より制度を導入した。

生じた効果
職員が制度を利用することで、離職することなく自
己研鑽を積むことが可能となった。

R2
実施内容

　５５ 総務部人事課

自己啓発等休業制度の導入

身分を保有したまま職務に従事せず、自発的に職務を離れて大学等における修
学や国際貢献活動を行う休業制度を導入する。

実施 推進

実施 推進
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 (5)施設の活用方法の見直し

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 実施 継続

 (6)広域的な処理による効率化

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 検討 検討 検討

単独公共下水道の編入
事業の計画策定

　５８ 上下水道部計画調整課

単独公共下水道の編入事業の計画策定

単独公共下水道を流域下水道に編入することで施設の改廃を行い、管路施設を
縮小するための事業計画を策定する。

単独公共下水道の編入を踏まえて令和3年度以降の下水道整備方針を定める事
で、事業費の平準化により着実な事業実施ができ、かつ経営のスリム化を図
る。

観光案内所内にFM公開スタジオを設置し、平成31年
4月1日にリニューアルオープンした。

生じた効果
観光案内所の来場者数が大幅に増加した。
平成30年度：19,939人→令和元年度：61,529人

R2

実施内容
引き続き、ＦＭ公開スタジオを併設した観光案内所
を運営した。

生じた効果

コロナ禍で一時休業し、不要不急な外出の自粛が求
められた状況で人出が減ったことが影響し、来所者
は前年に比べ減少し、令和2年度は30,534人だっ
た。

年間2万人の利用者がある現在の観光案内所は、一日8万人の利用者がある駅の
コンコースに面した施設であり、ニーズにあった新たな活用方法の採用、若し
くは、観光案内業務の拡充で、利用者の増加が期待できる。

実　施
スケジュール

ｉ－ビル１階スペース
の有効活用の推進

H30
実施内容

現状の機能に追加して、FM公開スタジオを併設する
活用案を取りまとめ、リニューアルに向け、事業者
と調整した。

生じた効果 　―

R1

実施内容

　５７ 活力創造部商工観光課

ｉ－ビル１階スペース（現観光案内所）の有効活用の推進

立地条件に優れるｉ－ビル１階スペース（現観光案内所）を、市民・駅利用者
にとって、より有効となる活用方法を検討するため、市職員で構成するプロ
ジェクトチームにて公的利用を中心に検討し、事業計画、調整及び推進を図
る。

実施検討 継続

検討
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生じた効果 　―

R2
実施内容

流域下水道への接続スケジュールや接続方法等につ
いて愛知県及び関連市と協議した。

生じた効果 　―

実　施
スケジュール

H30
実施内容 愛知県及び関連市と協議した。

生じた効果 　―

R1
実施内容 編入に関する協議、検討を進めた。
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 ④　官民連携・コミュニティ力の強化

 (1)地域住民・ボランティア等との協働

番　号

事　業

事業内容

効　果

計画

進捗

連区 総会 役員会 部会

宮西 1 2 0

貴船 2 2 15

神山 1 16 47

大志 1 6 12

向山 1 2 36

富士 1 10 23

葉栗 2 2 23

西成 1 1 48

浅井町 3 7 36

北方町 1 5 41

大和町 1 5 39

今伊勢町 1 6 47

奥町 1 7 42

萩原町 1 6 24

千秋町 1 6 21

起 1 1 6

小信中島 1 5 15

三条 1 6 12

大徳 1 10 17

朝日 1 8 36

開明 1 6 20

木曽川町 1 7 19

・開催回数(地域づくり協議会連絡会）

総会 1回

役員会 5回

6回

実　施
スケジュール

情報交換会

継続 継続

H30

実施内容
設置済み22連区の運営をサポートするとともに、一宮
市地域づくり協議会連絡会を運営した。

生じた効果

地域づくり協議会を設置した連区内の各団体が一堂に
会することにより、地域の特性を活かした事業が計画
される。また、一宮市地域づくり協議会連絡会を通じ
て、連区間の情報交換が活発となり、更なる事業推進
に繋がった。

・開催結果（各地域づくり協議会）

連区ごとに地域づくり協議会を設置し、事業ごとに縦割りで交付している補助金
等を一括交付して地域の裁量で使い道を決めることができるようにする。一宮市
地域づくり協議会連絡会を活用し、情報交換を行う。全連区設立に際しては、交
付金の算定方法を見直す。

一括交付金の使い道を地域で決めていくことで、地域の実情に合い、特性を生か
した活動が行われる。一宮市地域づくり協議会連絡会に出席することにより、他
連区の情報を得ることができ、活動の選択肢の幅が広がり事業推進に繋がる。

H30 R1 R2

地域づくり協議会の設
置・運営と交付金の見
直し 実施

地域づくり協議会の設置・運営と交付金の見直し

　５９ 主担当部課 総合政策部市民協働課

実施 推進
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連区 総会 役員会 部会

宮西 1 9 0

貴船 2 1 15

神山 1 15 48

大志 1 4 15

向山 1 2 16

富士 1 12 20

葉栗 2 2 26

西成 1 1 48

浅井町 2 8 22

北方町 0 5 41

大和町 1 5 36

今伊勢町 1 6 44

奥町 1 7 47

萩原町 1 6 24

千秋町 1 6 21

起 1 1 6

小信中島 1 6 15

三条 1 6 12

大徳 1 9 20

朝日 0 8 22

開明 1 2 12

木曽川町 1 7 17

・開催回数(地域づくり協議会連絡会）

総会 1回

役員会 4回

4回

実　施
スケジュール

R1

実施内容
設置済み22連区の運営をサポートするとともに、一宮
市地域づくり協議会連絡会を運営した。

生じた効果

地域づくり協議会を設置した連区内の各団体が一堂に
会することにより、地域の特性を活かした事業が計画
される。また、一宮市地域づくり協議会連絡会を通じ
て、連区間の情報交換が活発となり、更なる事業推進
に繋がった。

・開催結果（各地域づくり協議会）

情報交換会
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連区 総会 役員会 部会

宮西 0 13 0

貴船 1 1 22

神山 0 11 39

大志 1 4 14

向山 0 2 4

富士 0 7 20

葉栗 1 2 23

西成 1 1 34

浅井町 0 5 12

北方町 0 2 14

大和町 0 4 19

今伊勢町 1 5 37

奥町 0 6 16

萩原町 1 4 18

千秋町 0 5 18

起 1 1 1

小信中島 1 3 9

三条 1 6 13

大徳 2 4 11

朝日 1 5 33

開明 1 1 11

木曽川町 0 7 20

・開催回数(地域づくり協議会連絡会）

総会 1回

役員会 4回

4回

実　施
スケジュール

R2

実施内容
設置済み22連区の運営をサポートするとともに、一宮
市地域づくり協議会連絡会を運営した。

生じた効果

地域づくり協議会を設置した連区内の各団体が一堂に
会することにより、地域の特性を活かした事業が計画
される。また、一宮市地域づくり協議会連絡会を通じ
て、連区間の情報交換が活発となり、更なる事業推進
に繋がった。

・開催結果（各地域づくり協議会）

情報交換会
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

高齢者のふれあい・憩いの場を提供することにより、閉じこもりを予防し、介護
予防と見守りの効果を図る。さらに、介護・医療などの費用の削減も期待でき
る。また、利用者とともに運営者の生きがいづくりにもつながる。

　６０ 福祉部高年福祉課

地域住民等との協働によるおでかけ広場づくりの推進

地域住民、ボランティア、民間企業、協同組合等の多様な主体と連携して、高齢
者が気軽に出かけられる通いの場を創設する。

実施内容

生じた効果

新型コロナウイルス感染症の影響で休止となった広
場があった一方、回数は減ったものの感染症対策を
行い開催した広場もあり、利用者と共に運営者の生
きがいづくりも推進した。
おでかけ広場（毎日～月1回開催）
令和元年度：99カ所→令和2年度：99カ所

実施内容

市がおでかけ広場を認定し、通いの場マップを作成
して町内回覧や市ウェブサイトで市民に周知した。
また、運営者の交流会を開催したり、おでかけ広場
に理学療法士や医師などの講師を派遣したりして、
運営者を支援した。
（令和元年度事業費　消耗品等625千円）

生じた効果

前年に引き続き、健康体操や茶話会、ものづくり講
座などが実施され、利用者と共に運営者の生きがい
づくりも推進した。
おでかけ広場（毎日～月1回開催）
平成30年度：96カ所→令和元年度：99カ所

実　施
スケジュール

市がおでかけ広場を認定し、通いの場マップを作成
して町内回覧や市ウェブサイトで市民に周知した。
また、新型コロナウイルス感染症対策用品の購入に
ついて補助対象にしたり、運営者の交流会を開催し
て、運営者を支援した。
（令和2年度事業費　消耗品等816千円）

H30

実施内容

高齢者に関する地域の課題を抽出して必要な取組を
町会長や民生委員、老人クラブ、介護サービス事業
者等と検討し、その中で、高齢者の出かける場所が
ないという課題が出された。
課題に対応するため、気軽に立ち寄れる交流の場で
あるおでかけ広場を市が認定し、通いの場マップを
作成して町内回覧や市ウェブサイトで市民に周知し
た。また、運営者の交流会を開催したり、おでかけ
広場に理学療法士や医師などの講師を派遣したりし
て、運営者を支援した。
（平成30年度事業費　消耗品等650千円）

生じた効果

地域住民等との協働に
よるおでかけ広場づく
りの推進

R2

おでかけ広場は平成29年度は79カ所であったが、平
成30年度は96カ所に増加した。開催頻度は月に1回か
ら毎日開催まであり、１回あたりの参加者は平均す
ると約15人で、健康体操、茶話会、健康マージャ
ン、タブレットを使った認知症予防講座などが実施
された。
利用者と共に運営者の生きがいづくりも推進した。

R1

推進
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 (2)公共交通ネットワークの整備

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 実施 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ― ―

進捗 ― ― 検討
実　施

スケジュール

官民連携による一宮駅
周辺の新たなまちづく
り

R2
実施内容

一宮駅を中心としたエリアにおけるエリアプラット
フォームの構築や未来ビジョンの策定のための基礎
調査を行い、基本構想の策定を行った。

生じた効果 　―

　６２ まちづくり部都市計画課

官民連携による一宮駅周辺の新たなまちづくり

一宮駅を中心としたエリアにおけるエリアプラットフォーム（自治体とまちづく
り団体・法人で構成し、学識者などの参画や支援を得て設ける協議組織）の構築
や未来ビジョンの策定を行い、公共施設・空間を「つくる目線」から「使う目
線」へ発想転換し、積極的な利活用を行う。

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」を創出し、都市の多様性・生産性の向上
によるまちの新陳代謝を持続的に図るとともに、人が中心となる豊かな生活を実
現する都市を構築する。

生じた効果

ｉ－バスミニ停留所：44カ所
利用者数：1,521人
ｉ－バスミニ（買物便）
利用者数：16人

R2

実施内容
ｉ－バスミニの停留所を1カ所追加するとともに、利
用の少ない停留所1カ所を移設した。
（令和2年度事業費　運行負担金569千円）

生じた効果
ｉ－バスミニ停留所：45カ所
利用者数：765人

実　施
スケジュール

ｉ－バスミニの運行

H30

実施内容
平成30年4月からｉ－バスミニの本格運行を開始し
た。
（平成30年度事業費　運行負担金986千円）

生じた効果
ｉ－バスミニ停留所：43カ所
利用者数：1,265人

R1

実施内容

ｉ－バスミニの停留所を１カ所追加するとともに、
一部地域においてｉ－バスミニ（買物便）の試行運
行を行った。
（令和元年度事業費　運行負担金1,188千円）

　６１ まちづくり部地域交通課

ｉ－バスミニの運行

バス路線から離れた地域と最寄り鉄道駅、幹線及び準幹線のバス停と連絡、また
はバスの利用がしづらい地域内の移動手段として、予約制の乗合タクシー（i-バ
スミニ）を運行する。

バス路線間や比較的狭い範囲のバスが利用しづらい地域等において、集約しにく
い少人数輸送の交通需要に対応することができる。交通不便地域の解消につなが
る。

実施 推進

検討
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番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画

進捗 推進 推進 推進

番　号 主担当部課

事　業

事業内容

効　果

H30 R1 R2

計画 ―

進捗 ― 検討 実施

生じた効果
消防・救急分野で映像伝送の有用性が確認でき、今
後の業務へ活かす方向性が定まった。

実　施
スケジュール

官民共同による5G利活
用モデルの実証実験

R1
実施内容 実証実験の実施場所、方法等の検討を行った。

生じた効果 　―

R2

実施内容
令和2年11月18日に総合体育館、１３８タワーパーク
第３駐車場にて、消防・救急分野の実証実験を行っ
た。

　６４ 総務部デジタル推進室

官民共同による5G利活用モデルの実証実験

5G（第5世代移動通信システム）は、超高速大容量、超低遅延、多数同時接続と
いう特徴を持つ次世代の移動通信システムであり、この地域の5Gの早期普及と安
全・安心分野を主眼とした社会実装を目指し、地域課題の解決に資する5G利活用
モデルについて、官民共同の実証実験を行う。

通信事業者との官民共同の実証実験により、市内の5Gが早期に普及する可能性が
あり、救急車から病院への映像転送や火災現場から消防本部への映像転送が導入
されることにより、市民の生命・財産の保全に寄与する。

生じた効果 職員のICTの利活用に対する理解が深まった。

R2
実施内容

令和2年11月、豪雨時に道路冠水等の情報を地図上に
発信する方法について共同研究を行った。

生じた効果 今後の事業の方向性が定まった。

実　施
スケジュール

大学・民間企業等との
協働

H30

実施内容
名古屋大学・一宮市ICT活用ワーキンググループの打
合せを定期的に開催し、意見交換を行った。

生じた効果
IoT技術を活用したゲート等監視システムの導入に向
け、検証作業の準備が整った。

R1
実施内容

令和元年5月に「名古屋大学・一宮市ICT活用セミ
ナー（オープンデータ・IoTの利活用）」を職員向け
に開催した。

６３【情報化推進計画7-1】 総務部デジタル推進室

大学・民間企業等との協働

ICTに関する専門的な知見を有する大学、民間企業などと積極的に意見を交換
し、協働を進める。

先進的なICTを活用した行政活動を通じて、市民サービスの向上及び歳出削減が
期待できる。

推進

実施検討
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○歳入増加額 (単位：千円）

H30 R1 R2 小計

１７
市税等のクレジットカー
ド納付の導入

47,805 52,124 52,708 152,637

１８
市税等のスマートフォン
決済による納付の導入

3,909 5,271 9,180

２２
企業版ふるさと納税の導
入

12,000 12,000

２３
本庁舎エレベーター内の
壁面広告の導入

176 192 192 560

２４
市ウェブサイトバナー広
告の拡大

90 550 640

２５ネーミングライツの売却 1,255 2,510 3,765

２７
事業所税の経過措置減免
の減免割合の逓減

9,455 66,019 153,219 228,693

３８
市税等の滞納整理事務の
民間委託による効率化

336,427 260,867 597,294

57,436 460,016 487,317 1,004,769

○歳出削減額（削減額を△表記しています。） (単位：千円）

H30 R1 R2 小計

２８
学校給食調理業務委託の
推進

△ 6,506 △ 19,139 62,402 36,757

２９ごみ収集業務委託の推進 △ 7,590 4,356 △ 29,569 △ 32,803

３０
ごみ焼却施設管理業務委
託の推進

0 △ 11,646 △ 12,350 △ 23,996

３２
学校事務・用務員業務の
民間委託

0 0 △ 5,970 △ 5,970

△ 14,096 △ 26,429 14,513 △ 26,012

○効果額合計 (単位：千円）

H30 R1 R2 小計

57,436 460,016 487,317 1,004,769

14,096 26,429 △ 14,513 26,012

71,532 486,445 472,804 1,030,781

　各事業によって見込まれる期間中の財政効果額を示します。実施年度が未定の取組や、効果
額の試算ができない取組については記載していませんが、毎年度の実績調査後に効果額の公表
を行います。

番号 事　業
効果額

番号 事　業
効果額

合計

効果額

合計

歳入増加額

歳出削減額

合計

Ⅴ 取組による財政効果
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◎ 一宮市行財政改革大綱（平成 30年度－令和 2年度） 
  平成３０年 ３月 策定・公表 

  令和元年 １０月 平成３０年度実施状況を公表 

  令和２年 １０月 令和元年度実施状況を公表 

  令和３年 １０月 平成 30 年度－令和 2年度実施状況を公表 

愛知県一宮市 

 総務部行政課 分権・法制グループ 
 〒491-8501 

 一宮市本町２丁目５番６号 

 Tel  0586-28-8956 

 Fax  0586-73-9127 

 電子メール gyosei@city.ichinomiya.lg.jp 


